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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第151期中 第152期中 第153期中 第151期 第152期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 103,104 116,080 142,989 220,540 247,593

経常利益 (百万円) 5,884 10,415 18,371 13,182 21,711

中間(当期)純利益 (百万円) 4,579 6,090 12,496 7,266 12,071

純資産額 (百万円) 94,981 102,811 160,342 98,259 110,196

総資産額 (百万円) 195,978 232,383 289,374 227,277 256,104

１株当たり純資産額 (円) 806.17 872.63 1,172.21 832.81 932.66

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 38.39 51.69 96.80 60.10 101.14

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 36.31 49.32 92.93 52.76 95.52

自己資本比率 (％) 48.47 44.24 55.41 43.23 43.03

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 8,188 8,219 18,755 20,164 23,098

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 133 △2,649 △20,182 △14,049 △22,829

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △14,041 △532 △1,869 10,537 6,199

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 17,643 44,967 46,075 39,597 46,666

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名) 
6,490 
[769]

8,051
[851]

8,956
[1,438]

6,911 
[915]

7,891
[1,330]



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第151期中 第152期中 第153期中 第151期 第152期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 63,847 75,064 87,478 133,245 152,160

経常利益 (百万円) 4,450 5,650 10,729 7,516 12,744

中間(当期)純利益 (百万円) 4,009 3,155 6,654 3,685 7,228

資本金 (百万円) 23,809 23,812 38,931 23,809 23,812

発行済株式総数 (株) 122,258,620 122,261,887 139,780,783 122,258,620 122,261,887

純資産額 (百万円) 87,185 89,949 136,685 88,283 95,228

総資産額 (百万円) 149,806 182,334 224,857 175,704 199,172

１株当たり純資産額 (円) 739.02 762.44 998.04 747.91 805.39

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 33.56 26.74 51.48 30.62 60.67

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 31.75 25.52 49.43 26.92 57.31

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 5.00 5.00 10.00 10.00 12.00

自己資本比率 (％) 58.20 49.33 60.79 50.25 47.81

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(名) 
1,975 
[22]

2,049
[14]

2,215
[9]

1,947 
[22]

2,077
[16]



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間における、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容について、重

要な変更はありません。 

(2) 主要な関係会社の異動 

建材部門 

イビケンウッドテック㈱、中部工材㈱及び㈱五洋清水工務店の３社につきましては、重要性が増したため、連結

子会社としました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 新規 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

３ 持分は50％以下ですが、実質的に支配しているため子会社としました。 

名称 住所
資本金又は 
出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

（連結子会社） 
  
イビケンウッドテック㈱ 
（注）３ 

  
愛知県高浜市 

  
40 建材 50

(50)
― 

  
― 

  
中部工材㈱ 
（注）３ 

岐阜県岐阜市 18 建材 50
(50)

― 
  
― 

  
㈱五洋清水工務店 
（注）３ 

岐阜県岐阜市 10 建材 50
(50)

― 
  
― 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員に

は、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

２ 従業員数が当中間連結会計期間において1,065人増加しておりますが、その主な理由は、海外製造連結会社の人員増強に

よるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員に

は、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

電子関連 
4,827 
［933］ 

セラミック 
1,388 
［82］ 

建材 
328 
［13］ 

建設 
461 
［67］ 

その他 
1,367 
［343］ 

全社(共通) 
585 
［-］ 

合計 
8,956 
［1,438］ 

従業員数(名) 
2,215 
[9] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油をはじめとした原材料の高騰による影響が懸念されました

ものの、個人消費の持ち直しや米国・アジア地域の好調な景気を背景とした企業収益の改善と設備投資の増加

により、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

このような状況のなかで、当社グループは、連結中期経営計画「RENEWAL（新生）IBIDEN 95 Plan」で掲げた

成長戦略のもと、国内外のIT・情報通信関連並びに環境関連市場を中心に積極的な事業展開を進めてまいりま

した。また、市況変動に動じない企業体質を確立するため、海外生産拠点を含めたグループ全社で原価改善活

動「CR30」を強力に推進し、収益の拡大に全力を注いでまいりました。 

海外への事業展開につきましては、自動車排ガス浄化関連製品の量産拠点として昨年設立したイビデンハン

ガリー㈱において本格的な生産を開始いたしました。一方、フィリピン、中国、フランス等で展開しておりま

す生産拠点につきましては、顧客満足度が高い製品を迅速に提供するとともに、生産性の向上や着実な改善活

動による収益の向上に努めてまいりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間は、連結売上高1,429億89百万円（対前年同期比23.2％増）、連結経常利

益183億71百万円（対前年同期比76.4％増）、連結中間純利益124億96万円（対前年同期比105.2％増）となりま

した。 

  

事業の種類別セグメントの概況は、次のとおりであります。 

  

①電子関連部門 

プリント配線板は、多層配線基板が情報インフラ関連機器向けのビルドアップ基板へのシフトが進んだことに

より売上減となりました。一方、ビルドアップ高密度配線基板は、海外携帯電話市場が好調に推移したことに加

え、次世代型ビルドアップ基板の採用が拡大したことにより売上増となりました。 

パッケージ基板は、高密度・薄型パッケージ基板が、携帯電話やメモリー分野への積極的な販売活動により売

上増となりました。また、高性能・高機能パッケージ基板は、コンピュータ市況が堅調に回復したことや次世代

品への切り替えが順調に進んだこと、さらにグラフィックIC向け基板が伸長したことにより売上増となりまし

た。 

以上により、電子関連部門の売上高は、732億96百万円（対前年同期比15.0％増）、営業利益は、継続的な原価

改善に加え、海外生産拠点の収益拡大や高付加価値製品に販売のシフトを進めたことにより増加し110億91百万円

（同27.2％増）となりました。 

  



②セラミック部門 

特殊炭素製品は、新エネルギー関連製品の需要が減少したことにより売上減となりました。また、セラミック

ファイバーは、プラズマディスプレイパネル関連素材の販売が堅調に推移したことにより売上増となりましたも

のの、ファインセラミックス製品は、半導体製造装置向け関連部材の販売数量が減少したことにより売上減とな

りました。 

自動車排ガス浄化関連製品では、ＤＰＦ（ディーゼルパティキュレートフィルター）が、欧州市場における搭

載車種が拡大したことに加え、新規生産ラインの順調な立上げによる増産効果により売上は大幅増となりまし

た。また、触媒担体保持・シール材は、欧米顧客を中心とした好調な受注により売上増となりました。 

以上により、セラミック部門の売上高は、297億28百万円（対前年同期比80.1％増）、営業利益は、自動車排ガ

ス浄化関連製品の販売拡大及び収益改善により大幅に増加し、62億43百万円（同227.2％増）となりました。 

  

③建材部門 

住宅設備機器は、マンション等の集合住宅向けが好調に推移し、売上増となりました。メラミン化粧板は、首

都圏マンション向けキッチン扉の販売が順調に拡大し、売上増となりました。 

なお、当中間連結会計期間より、イビケンウッドテック㈱、中部工材㈱及び㈱五洋清水工務店を新たに連結会

社に加えております。 

以上により、建材部門の売上高は、232億41百万円（対前年同期比16.0％増）、営業利益は、収益構造の改革を

推し進めましたが、原材料高による影響から微減となり、13億34百万円（同3.3％減）となりました。 

  

④建設部門 

法面工事部門は、依然として公共投資が縮小している影響により受注が減少しましたが、造園工事部門や環

境関連設備部門の受注は堅調に推移し、売上増となりました。 

以上により、建設部門の売上高は、49億18百万円（対前年同期比16.0％増）、営業損益は、受注工事の減

少、受注単価の下落により２億85百万円の営業損失（前年同期は営業損失２億78百万円）を計上することとな

りました。 

  

⑤その他部門 

石油製品の販売部門においては、燃料油の需要増などにより売上増となり、また、食品加工部門は堅調な個人

消費に支えられ売上増となりました。 

以上により、その他部門の売上高は、118億５百万円（対前年同期比2.0％増）、営業利益は、それぞれの部門

でコスト削減活動を推し進めましたが、原油高騰等の原材料高を補うことが出来ず減少し、５億39百万円（同

13.1％減）となりました。 

  



所在地別セグメントの概況は、次のとおりであります。 

  

①日本 

国内においては、電子関連部門及びセラミック部門が前期に引き続き好調に推移し、売上高は1,003億78百万円

（対前年同期比11.3％増）、営業利益は134億82百万円（同35.8％増）となりました。 

  

②アジア 

アジアでは、中国における製造会社の売上増により、売上高は80億21百万円（対前年同期比35.0％増）、営業

利益は25億61百万円（同46.2％増）となりました。 

  

③北米 

北米では、電子関連部門の売上高が増加し、売上高は139億26百万円（対前年同期比12.0％増）、営業利益は３

億26百万円（同34.2％増）となりました。 

  

④欧州 

欧州では、セラミック部門の売上高の大幅な増加により、売上高は206億62百万円（対前年同期比175.8％

増）、営業利益は26億16百万円（同539.6％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、460億75百万円となり、前連結会計

年度末より５億91百万円減少いたしました。 

各キャッシュ・フローの概要は、次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によって得られた資金は187億55百万円（前中間連結会計期間82億19百万円）となりました。これは主

に税金等調整前中間純利益182億76百万円、減価償却費93億60百万円及び仕入債務の増加42億39百万円による増加

と、売上債権の増加31億円、たな卸資産の増加75億26百万円等による減少によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動に使用された資金は、201億82百万円（前中間連結会計期間26億49百万円）となりました。これは主に

有形固定資産の取得による支出216億84百万円や子会社株式の取得による支出41億55百万円と有価証券の売却によ

る収入58億円等との差によります。 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動に使用された資金は、18億69百万円（前中間連結会計期間５億32百万円）となりました。これは主に

長期借入による収入12億98百万円と長期借入金の返済による支出30億29百万円等との差によります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ セラミック、建材部門及びその他部門は主として見込生産であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

電子関連 59,517 1.1 

セラミック 29,497 120.9 

建材 1,538 25.2 

その他 3,666 △1.8 

合計 94,219 22.0 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

電子関連 73,175 15.8 20,635 15.7 

建設 4,793 △10.0 8,088 △4.1 

合計 77,968 13.8 28,723 9.4 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

電子関連 73,296 15.0 

セラミック 29,728 80.1 

建材 23,241 16.0 

建設 4,918 16.0 

その他 11,805 2.0 

合計 142,989 23.2 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

Intel Corp. 23,483 20.2 29,644 20.7 



３ 【対処すべき課題】 

技術開発型創造集団である当社グループは、業界のリーディングカンパニーとして、常に世界トップレベルの技術

の提供を最大の使命と考え、新中期経営計画「RENEWAL IBIDEN 95 Plan」を策定し、計画の目的である『事業を根本

から見直し、新しい発展の基盤を作る』の具現化に向けた取り組みを展開しております。 

この中期経営計画は、「変化を先取りする技術の提案」「マーケティング・物づくりの現地化の促進」「顧客を中

心においた高付加価値製品の提供」「業界をリードするソフト人材の育成」「グループ連結経営体質の強化」を基本

方針に、『永く存続し、発展する企業グループをめざす』ことで、企業価値及び業績の向上を図ることを目的として

おります。 

  

（主要取り組み項目と具体的施策） 

①半導体関連事業と環境関連事業での成長 

世界トップレベルの顧客と協業するなかで、常に最先端の技術を提案し、新しい価値・機能の基盤を確立し、

顧客に信頼される高付加価値製品を提供することにより、プラスチックパッケージ基板、ＤＰＦ（ディーゼルパ

ティキュレートフィルター）、通信端末用高密度基板の各分野で高いマーケットシェアの獲得を目指します。 

②海外生産の拡大 

グローバルなマーケティング・生産体制を確立することにより、収益力・競争力の強化を図ります。 

③成熟業種の構造改革 

グループの経営体質を強化するためにグループ内で競業する事業については、効率・自立・協業を実現し、企

業価値の向上を目指します。 

  

（上記施策を達成するための対処すべき課題） 

①国内工場の空洞化対策 

新製品の開発力を維持し、安定した量産技術の確立と高付加価値製品の市場を創出し、国内工場の維持を図り

ます。 

②既存商品の海外生産シフト 

収益力・競争力の強化および顧客満足度の向上のため、電子関連及びセラミック事業の生産の拠点を積極的に

海外にシフトします。 

③事業の整理 

グループの経営体質を強化するため、関連会社との連携により事業再編成を行います。 

④拡大分野への対応 

業界をリードし、目標に向かい創造と実現ができるソフト人材を育成します。 

  

なお、環境保全への取り組みにつきましては、京都議定書発効に伴い、一層の地球温暖化ガス排出削減に取り組ん

でまいります。また、廃棄物削減・リサイクルにおきましても、０３年度末に達成した固形廃棄物のゼロエミッショ

ンに続き、今年度末には廃液を含めたトータルゼロエミッションを目指して進めてまいります。 



４ 【経営上の重要な契約等】 

当社と連結子会社であるイビデングリーンテック㈱は、両社一体となった事業戦略をより迅速に展開できる体制を

確立する目的で、平成17年５月９日に両社取締役会において、イビデングリーンテック㈱が当社の完全子会社となる

株式交換契約の締結を決議し、同日締結しました。なお、当社は商法第358条第１項の簡易株式交換の規定に基づき株

主総会の承認を得ないで本株式交換を行う予定であります。また、イビデングリーンテック㈱においては、平成17年

６月29日開催の定時株主総会において同株式交換契約書の承認を得ております。 

(1) 株式交換契約の概要 

①株式交換の内容 

当社は、イビデングリーンテック㈱と商法第358条に定める方法により株式交換を行います。 

②株式交換の日 

平成17年10月１日 

③株式交換に際して発行する株式及び割合 

当社は、イビデングリーンテック㈱との株式交換に際して、自己の普通株式604,632株を交付し、株式交換の日

の前日の最終のイビデングリーンテック㈱の株主名簿に記載された株主のうち、当社を除く株主に対して、その

所有するイビデングリーンテック㈱の普通株式１株につき、当社株式118株の割合をもって割当交付します。 

上記株式交換比率は、当社が野村證券㈱に、イビデングリーンテック㈱が㈱大和総研にそれぞれ算定を依頼

し、その算定結果を参考にして当事会社間で協議し、合意したものです。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループにおける研究開発活動は、当社の複合先端技術型企業志向の方針のもとに進めております。また、研

究開発活動は中核となる当社で集中して行っており、技術開発部門、生産技術部門並びに各事業部の技術部門におい

て幅広く進めております。 

技術開発部門におきましては、電子関連及びセラミック関連の分野での創造的な独自技術の開発と既存技術の深耕

を行い、次世代、次々世代の独自の製品を生み出すための研究・開発を進めております。 

また、生産技術部門におきましては、次世代の独自の製品を生み出すための革新的な工法及び設備開発に積極的に

取り組んでおります。 

さらに、各事業部の技術部門におきましては、各事業部の既存製品の拡大を狙った新技術・新製品の開発を進めて

おります。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、32億38百万円であります。 

主な研究開発活動状況は次のとおりであります。 

 



  

電子関連 

次世代、次々世代のＩＣパッケージ用基板やプリント配線板の開発に必要となる要素技術、プロセス技術の研究

を行っております。また、将来に向けて電子・光関連のモジュール製品の研究開発も行っております。 

研究開発費の金額は、20億３百万円であります。 

  

セラミック 

自動車関連の環境対策部品として、ディーゼルエンジンの粒子状物質の除去フィルター（ＤＰＦ）の開発を進め

ております。また、各種用途向けに機能性セラミック製品の研究開発も行っております。 

研究開発費の金額は、11億42百万円であります。 

  

建材 

環境に優しい廃棄物を利用した新素材の開発検討を行っております。 

また、新規分野に向けての研究開発活動を行っております。 

研究開発費の金額は、11百万円であります。 

  

建設 

「環境」をテーマにした技術開発に取り組んでいます。特にのり面防災技術に加え、造園技術との融合による特

色ある技術開発を主な研究テーマにしています。さらに自然生態系に配慮し、かつ地球環境への貢献を前提とした

うえで、市場から強く求められる事業をテーマとした研究や開発、分析等を展開しています。研究テーマによって

は、異業種、大学、公共機関等と共同で開発を行っております。 

研究開発費の金額は、30百万円であります。 

  

その他 

主に合成樹脂の加工業をしておりますイビデン樹脂㈱の機能樹脂分野におきまして、真空成型技術を用いた新製

品開発を行っております。 

研究開発費の金額は、50百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

①前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、以下の計画については工期の延長を行っております。 

  

  

(2) 重要な設備の完了 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

(平成17年９月30日現在) 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
別セグメント
の名称 

設備の 
内容 

投資予定額
資金調達
方法 着手年月 完了予定 

年月 総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

イビデン㈱ 
大垣北事業場 
(岐阜県揖斐川
町) 

セラミック 建物及び 
構築物 2,450 1,603 自己資金 2004年10月 2006年１月

イビデン㈱ 河間事業場 
(岐阜県大垣市) 電子関連 生産設備 1,013 553 自己資金 2004年６月 2006年３月

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
別セグメントの内容 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円) 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具 その他 合計 

イビデン㈱ 大垣北事業場 
(岐阜県揖斐川町) セラミック 生産設備 223 2,006 84 2,314 

イビデン㈱ 青柳事業場 
(岐阜県大垣市) 電子関連 生産設備 200 888 3 1,092 



(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は、次の通りであります。 

  

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却計画はありません。 

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
別セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

投資予定額
資金調達
方法 着手年月 完了予定 

年月 総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

イビデン㈱ 大垣事業場 
（岐阜県大垣市） 電子関連 生産設備 9,700 19 自己資金 2005年４月 2006年３月 

イビデン㈱ 大垣北事業場 
（岐阜県揖斐川町） セラミック 生産設備 2,140 －

増資資金 

自己資金 
2005年８月 2006年９月 

イビデン㈱ 大垣北事業場 
（岐阜県揖斐川町） セラミック 生産設備 1,300 －

増資資金 

自己資金 
2005年８月 2006年９月 

イビデン㈱ 大垣北事業場 
（岐阜県揖斐川町） セラミック 生産設備 2,400 －

増資資金 

自己資金 
2005年12月 2006年９月 

イビデンハン
ガリー㈱ 

ハンガリー工場 
（Dunavarsany 
 Hungary） 

セラミック 生産設備 7,730 210
増資資金 

自己資金 
2005年４月 2006年９月 

イビデンハン
ガリー㈱ 

ハンガリー工場 
（Dunavarsany 
 Hungary） 

セラミック 生産設備 8,490 0
増資資金 

自己資金 
2005年７月 2006年９月 

イビデンハン
ガリー㈱ 

ハンガリー工場 
（Dunavarsany 
 Hungary） 

セラミック 生産設備 1,130 －
増資資金 

自己資金 
2005年７月 2006年９月 

イビデンハン
ガリー㈱ 

ハンガリー工場 
（Dunavarsany 
 Hungary） 

セラミック 生産設備 4,000 －
増資資金 

自己資金 
2005年12月 2007年９月 

イビデンＤＰ
Ｆフランス㈱ 

フランス工場 
（Courtenay） セラミック 生産設備 3,350 －

増資資金 

自己資金 
2005年６月 2007年３月 

イビデンＤＰ
Ｆフランス㈱ 

フランス工場 
（Courtenay） セラミック 生産設備 3,350 －

増資資金 

自己資金 
2005年12月 2007年３月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 
  

(注) １ 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧転換社債等の権利行

使を含む）及び公募増資により発行された株式数は含まれておりません。 

２ 内120,000株は青柳工場現物出資 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 230,000,000

計 230,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 139,780,783 141,120,247
東京証券取引所
名古屋証券取引所 
(以上第一部上場) 

― 

計 139,780,783 141,120,247 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

①商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

平成14年６月25日定時株主総会決議 

  

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 1,928 1,863

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 192,800 186,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,791 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日
至 平成18年６月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額 1,791
資本組入額 896 

同左

新株予約権の行使の条件 

（イ）新株予約権の割当てを受けた者
は、当社及び当社連結子会社の
取締役、執行役員、理事若しく
は使用人の地位をいずれも喪失
した後も６ヶ月に限り、権利を
行使することができる。 

（ロ）新株予約権者の死亡後６ヶ月に
限り、その者の相続人は権利を
行使することができる。 

（ハ）その他権利行使の条件は、当該
総会及び新株予約権発行の取締
役会決議に基づき、当社と新株
予約権者との間で締結する「新
株予約権割当契約」に定めると
ころによる。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質権等の担保権
の設定その他の処分は認めない。但
し当社取締役会において承認を得た
場合にはこの限りではない。 

同左



平成15年６月25日 定時株主総会決議 

  

  

  中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,219 2,105

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 221,900 210,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,773 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日
至 平成19年６月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額  1,773
資本組入額  887 

同左

新株予約権の行使の条件 

(イ)株予約権の割当てを受けた者は、
当社及び当社連結子会社の取締
役、執行役員、理事若しくは使用
人の地位をいずれも喪失した後も
６ヶ月に限り、権利を行使するこ
とができる。 

(ロ)新株予約権者の死亡後６ヶ月に限
り、その者の相続人は権利を行使
することができる。 

(ハ)その他権利行使の条件は、当該総
会及び新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権
者との間で締結する「新株予約権
割当契約」に定めるところによ
る。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質権等の担保権の
設定その他の処分は認めない。但し当
社取締役会において承認を得た場合に
はこの限りではない。 

同左



平成16年６月24日 定時株主総会決議 

  

  

  中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,920 3,920

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 392,000 392,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,514 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日
至 平成20年６月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額  1,514
資本組入額  757 

同左

新株予約権の行使の条件 

(イ)新株予約権の割当てを受けた者
は、当社及び当社連結子会社の取
締役、執行役員、理事若しくは使
用人の地位をいずれも喪失した後
も６ヶ月に限り、権利を行使する
ことができる。 

(ロ)新株予約権者の死亡後６ヶ月に限
り、その者の相続人は権利を行使
することができる。 

(ハ)その他権利行使の条件は、当該総
会及び新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権
者との間で締結する「新株予約権
割当契約」に定めるところによ
る。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質権等の担保権の
設定その他の処分は認めない。但し当
社取締役会において承認を得た場合に
はこの限りではない。 

同左



平成17年６月24日 定時株主総会決議 
  

  

  中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 4,080 4,080

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 408,000 408,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,690 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日
至 平成21年６月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額  3,690
資本組入額 1,845 

同左

新株予約権の行使の条件 

(イ)新株予約権の割当てを受けた者
は、当社及び当社連結子法人等の
取締役、執行役員、理事若しくは
使用人の地位をいずれも喪失した
後も６ヶ月に限り、権利を行使す
ることができる。 

(ロ)新株予約権者の死亡後６ヶ月に限
り、その者の相続人は権利を行使
することができる。 

(ハ)その他権利行使の条件は、当該総
会及び新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権
者との間で締結する「新株予約権
割当契約」に定めるところによ
る。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質権等の担保権の
設定その他の処分は認めない。但し当
社取締役会において承認を得た場合に
はこの限りではない。 

同左



②商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

第６回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成16年２月23日発行） 

  

  

2014年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成16年11月１日発行） 

  

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権付社債の残高（百万円） 1,196 1,052

新株予約権の数（個） 1,196 1,052

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 781,761 687,657

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,530 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年４月１日
至 平成21年３月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額 1,530
資本組入額 765 

同左 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の利益を喪
失した場合には、以後本新株予約権
を行使請求することはできない。ま
た、各本新株予約権の一部について
行使請求することはできない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

商法第341条ノ２第４項の定めによ
り、本社債の社債部分と本新株予
約権のうち一方のみを譲渡するこ
とはできない。 

同左 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権付社債の残高（百万円） 6,536 4,078

新株予約権の数（個） 6,536 4,078

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,130,893 1,950,869

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,083 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年11月15日
至 平成26年９月16日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額  2,083
資本組入額 1,042 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部について行使
請求することはできない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

商法第341条ノ２第４項の定めによ
り、本社債の社債部分と本新株予
約権のうち一方のみを譲渡するこ
とはできない。 

同左 



③旧転換社債等に関する事項は、次のとおりであります。 

平成18年３月31日満期 第５回無担保転換社債(平成13年３月５日発行) 
  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) １ 新株予約権の行使（旧転換社債の権利行使を含む。）による増加であります。 

２ 平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権の行使（旧転換社債の権利行使を含む。）により、発行

済株式総数が1,339千株、資本金が1,359百万円、資本準備金が1,357百万円増加しております。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 (注)１ 上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

転換社債の残高(百万円) 432 317

転換価格(円) 1,760 1,760

資本組入額(円) 880 880

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 
(注)１ 

17,518,896 139,780,783 15,119 38,931 15,115 39,364

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 16,886 12.08

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 15,583 11.15

株式会社豊田自動織機 愛知県刈谷市豊田町２丁目１番地 5,300 3.79

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
(常任代理人 株式会社東京三
菱銀行) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

4,359 3.12

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26 3,899 2.79

株式会社大垣共立銀行 岐阜県大垣市郭町３丁目98 3,696 2.64

三井生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,171 2.27

資産管理サービス信託銀行株式
会社（信託口Ｂ口） 

東京都中央区晴海１丁目１番11号 2,521 1.80

ノーザントラストカンパニーエ
イブイエフシーサブアカウント
アメリカンクライアント 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON
E14 5NT UK 
（東京都中央区日本橋3-11-1） 

2,452 1.75

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28－１ 2,151 1.54

計 ― 60,019 42.94



   日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）  16,886千株 

   日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 15,583千株 

   資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口Ｂ口）   2,521千株 

２ 上記のほか当社所有の自己株式2,827千株(2.02％)があります。 
  
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が82株含まれております。また、相互保有株式として、イビデンケミカ

ル株式会社所有の58株が含まれております。 

２ 上記中、「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

（自己保有株式）
普通株式  

2,827,300 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

（相互保有株式）
普通株式  

314,600 
― 同上 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

136,465,000 1,364,650 
同上 

単元未満株式 
普通株式 

173,883 
― 同上 

発行済株式総数 139,780,783 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,364,650 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
イビデン株式会社 

大垣市神田町２丁目１番地 2,827,300 － 2,827,300 2.02

（相互保有株式） 
イビケン株式会社 

大垣市河間町１丁目60番地 174,000 － 174,000 0.12

イビデンケミカル株式会社 大垣市神田町２丁目１番地 140,600 － 140,600 0.10

計 ― 3,141,900 － 3,141,900 2.25



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,235 2,810 2,940 3,070 3,940 4,800

最低(円) 2,080 2,305 2,635 2,830 3,180 3,870



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     26,911   37,425    32,619  

２ 受取手形及び売掛金     52,082   61,027    57,506  

３ 有価証券     19,530   9,132    19,931  

４ たな卸資産     23,567   28,589    20,865  

５ 繰延税金資産     2,484   2,393    2,474  

６ その他     5,530   7,706    8,886  

７ 貸倒引当金     △958   △544    △1,182  

流動資産合計     129,148 55.6  145,730 50.4   141,101 55.1

Ⅱ 固定資産                

(1) 有形固定資産                

１ 建物及び構築物 ※１   27,165   33,035    27,314  

２ 機械装置 
及び運搬具 ※１   27,570   39,969    29,840  

３ 土地 ※２   12,057   12,333    12,054  

４ 建設仮勘定     6,343   17,379    12,466  

５ その他 ※１   1,792   2,326    1,781  

有形固定資産合計     74,929 32.2  105,044 36.3   83,456 32.6

(2) 無形固定資産                

１ 連結調整勘定     －   2,239    －  

２ その他     1,534   2,072    1,534  

無形固定資産合計     1,534 0.7  4,311 1.5   1,534 0.6

(3) 投資その他の資産                

１ 投資有価証券 ※２   23,946   32,810    27,288  

２ 長期貸付金      1,120   730    1,174  

３ その他     2,129   1,586    1,819  

４ 貸倒引当金     △425   △839    △272  

投資その他の 
資産合計     26,770 11.5  34,287 11.8   30,010 11.7

固定資産合計     103,235 44.4  143,643 49.6   115,002 44.9

資産合計     232,383 100.0  289,374 100.0   256,104 100.0

                  



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形及び買掛金 ※２   41,112   48,126    43,366  

２ 短期借入金     4,434   5,898    6,632  

３ １年以内償還予定の 
社債     10,000   －    －  

４ １年以内償還予定の 
転換社債     －   432    9,699  

５ 未払金 ※２   －   15,795    11,104  

６ 未払法人税等     3,129   5,930    4,720  

７ 賞与引当金     2,707   3,408    2,816  

８ 設備関係支払手形     3,337   6,658    3,069  

９ その他     12,400   8,158    5,699  

流動負債合計     77,122 33.2  94,407 32.6   87,108 34.0

Ⅱ 固定負債                

１ 社債     24,995   17,732    39,988  

２ 転換社債     10,000   －    －  

３ 長期借入金     5,354   4,235    5,165  

４ 再評価に係る繰延税 
金負債     90   90    90  

５ 退職給付引当金     1,724   1,705    1,702  

６ 役員退職慰労引当金     1,572   1,242    1,687  

７ 連結調整勘定     166   －    121  

８ 繰延税金負債     690   2,914    1,425  

９ その他     587   127    581  

固定負債合計     45,181 19.4  28,048 9.7   50,762 19.8

負債合計     122,303 52.6  122,455 42.3   137,870 53.8

(少数株主持分)                

少数株主持分     7,268 3.2  6,576 2.3   8,037 3.2

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     23,812 10.3  38,931 13.5   23,812 9.3

Ⅱ 資本剰余金     24,254 10.4  39,475 13.7   24,287 9.5

Ⅲ 利益剰余金     57,156 24.6  75,879 26.2   62,546 24.4

Ⅳ 土地再評価差額金     63 0.0  63 0.0   63 0.0

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金     5,310 2.3  10,237 3.5   6,828 2.7

Ⅵ 為替換算調整勘定     △948 △0.4  299 0.1   △769 △0.3

Ⅶ 自己株式     △6,837 △2.9  △4,545 △1.6   △6,572 △2.6

資本合計     102,811 44.2  160,342 55.4   110,196 43.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計     232,383 100.0  289,374 100.0   256,104 100.0

                  



② 【中間連結損益計算書】 
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    116,080 100.0 142,989 100.0   247,593 100.0

Ⅱ 売上原価    91,085 78.5 105,894 74.1   195,693 79.0

売上総利益    24,994 21.5 37,095 25.9   51,900 21.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  15,373 13.2 18,130 12.7   31,809 12.9

営業利益    9,621 8.3 18,965 13.3   20,090 8.1

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   60   206 190   

２ 受取配当金   148   322 240   

３ 連結調整勘定償却額   44   － 90   

４ 持分法による 
  投資利益   201   241 384   

５ 為替差益   635   － 1,328   

６ その他   221 1,311 1.1 294 1,064 0.7 475 2,709 1.1

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   335   259 726   

２ 設備賃貸費用   98   138 199   

３ 為替差損   －   1,080 －   

４ その他   82 516 0.4 180 1,658 1.2 163 1,088 0.4

経常利益    10,415 9.0 18,371 12.8   21,711 8.8

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ 9   11 30   

２ 投資有価証券売却益   170   57 172   

３ 受取保険金   324   － 324   

４ 退職金制度変更に 
伴う利益   5   － 5   

５ 前期損益修正益   39   53 67   

６ その他   27 577 0.5 4 128 0.1 29 629 0.3

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※３ 359   134 473   

２ 投資有価証券評価損   0   1 40   

３ 棚卸資産評価減   776   － －   

４ 減損損失 ※４ 207   － 207   

５ 前期損益修正損   22   65 14   

６ その他   419 1,786 1.5 21 223 0.2 2,383 3,119 1.3

税金等調整前 
中間(当期)純利益    9,206 7.9 18,276 12.8   19,221 7.8

法人税、住民税 
及び事業税   2,908   6,163 6,492   

法人税等調整額   42 2,950 2.5 △477 5,686 4.0 △218 6,274 2.5

少数株主利益    165 0.1 93 0.1   875 0.4

中間(当期)純利益    6,090 5.2 12,496 8.7   12,071 4.9

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部） 
    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   24,252 24,287   24,252

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 新株予約権行使による 
株式の発行 

2 10,582 2 

２ 転換社債の転換による 
株式の発行 

－ 4,533 － 

３ 自己株式処分差益 － 2 71 15,187 33 35

Ⅲ 資本剰余金減少高     

 自己株式処分差損 0 0 － － － －

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  24,254 39,475   24,287

（利益剰余金の部） 
    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   51,793 62,546   51,793

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 6,090 12,496 12,071 

２ 連結子会社の決算期変更 
に伴う増加高 

－ 1,787 － 

３ 連結子会社増加による 
増加高 

－ 6,090 32 14,317 － 12,071

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 589 827 1,179 

２ 取締役賞与 129 157 129 

３ 土地再評価差額金取崩額 3 － 3 

４ 連結子会社増加による 
減少高 

4 727 － 984 4 1,317

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  57,156 75,879   62,546

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 9,206 18,276 19,221

２ 減価償却費  6,624 9,360 14,437

３ 連結調整勘定償却額  △44 185 △90

４ 退職給付引当金の増減額  △212 3 △234

５ 賞与引当金の増加額  165 597 275

６ 貸倒引当金の増減額  100 △72 171

７ 受取利息及び受取配当金  △208 △528 △430

８ 支払利息  335 259 726

９ 持分法による投資利益  △201 △241 △384

10 有形固定資産等除却損  623 184 1,157

11 投資有価証券売却損益  △170 △57 △172

12 有価証券等評価損  0 1 40

13 売上債権の増減額  733 △3,100 △4,747

14 たな卸資産の増加額  △3,569 △7,526 △852

15 仕入債務の増減額  △3,331 4,239 △977

16 未払費用の増減額  △556 578 △508
17 その他  380 707 △654

小計  9,877 22,865 26,976

18 利息及び配当金の受取額  216 589 393
19 利息の支払額  △335 △260 △726
20 法人税等の支払額  △1,539 △4,439 △3,545

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 8,219 18,755 23,098

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有価証券の取得による支出  － － △2,802

２ 有価証券の売却による収入  1,699 5,800 102

３ 有形固定資産の取得 
による支出 

 △5,062 △21,684 △20,116

４ 有形固定資産の売却 
による収入 

 118 47 318

５ 無形固定資産の取得 
による支出 

 △199 △940 △376

６ 投資有価証券の取得 
による支出 

 △11 △171 △373

７ 投資有価証券の売却 
による収入 

 517 319 189

８ 子会社株式の取得 
による支出 

 △280 △4,155 △305

９ 短期貸付金の純増減額  7 △132 90

10 長期貸付けによる支出  △269 △67 △407
11 長期貸付金の回収 
による収入 

 13 511 76

12 その他  817 290 775

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,649 △20,182 △22,829



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額  248 △132 849

２ 長期借入れによる収入  791 1,298 2,425

３ 長期借入金の返済 
による支出 

 △937 △3,029 △841

４ 社債の発行による収入  － － 15,000

５ 転換社債の償還による支出  － － △10,000

６ 自己株式の取得による支出  △2 △38 △12

７ 自己株式の売却による収入  0 861 1

８ 配当金の支払額  △589 △827 △1,179

９ 少数株主への配当金  △43 △50 △43

10 その他  － 50 －

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △532 △1,869 6,199

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 286 518 555

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 5,324 △2,778 7,023

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 39,597 46,666 39,597

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金 
  同等物の増加額 

 46 398 46

Ⅷ 連結子会社の決算期変更に伴 
  う現金及び現金同等物の増加 
  額 

 － 1,787 －

Ⅸ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 44,967 46,075 46,666

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数37社 

連結子会社名 

イビデン電子工業㈱、イ

ビデングラファイト㈱、イ

ビデン産業㈱、イビデン樹

脂㈱、イビデン物産㈱、タ

ック㈱、イビデンエンジニ

アリング㈱、イビテック

㈱、㈱キャリアクリエイ

ト、イビデン建装販売㈱、

イビデングリーンテック

㈱、アイビー・スタッフ

㈲、アイビー・グリーン

㈲、イビデンケミカル㈱、

イビケン㈱、イビデンイン

ターナショナル㈱、イビデ

ンサーキットオブアメリカ

㈱、マイクロメック㈱、イ

ビデンU.S.A. R&D ㈱、イ

ビデンU.S.A. ㈱、イビデ

ンＤＰＦフランス㈱、イビ

デンヨーロピアンホールデ

ィングス㈱、イビデンハン

ガリー㈱、イビデンドイツ

㈱、イビデンフランス㈱、

イビデンヨーロッパ㈱、イ

ビデンＵＫ㈱、イビデンフ

ィリピン㈱、揖斐電電子

(北京)有限公司、揖斐電電

子(上海)有限公司、揖斐電

電子科技(上海)有限公司、

台湾揖斐電股份有限公司、

イビデンコリア㈱、イビデ

ンシンガポール㈱、揖斐電

(香港)有限公司、イビデン

マレーシア㈱、南寧大南食

品有限公司 

上記のうち、イビデンヨ

ーロピアンホールディング

ス㈱、イビデンハンガリー

㈱、イビデンドイツ㈱、イ

ビデンＵＫ㈱、揖斐電電子

科技(上海)有限公司につい

ては、新規設立等に伴い、

当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めておりま

す。 

(1) 連結子会社の数40社 

連結子会社名 

イビデン電子工業㈱、イ

ビデングラファイト㈱、イ

ビデン産業㈱、イビデン樹

脂㈱、イビデン物産㈱、タ

ック㈱、イビデンエンジニ

アリング㈱、イビテック

㈱、㈱イビデン・キャリア

テクノ、イビデン建装㈱、

イビデングリーンテック

㈱、アイビー・スタッフ

㈲、アイビー・グリーン

㈲、イビデンケミカル㈱、

イビケン㈱、イビケンウッ

ドテック㈱、中部工材㈱、

㈱五洋清水工務店、イビデ

ンインターナショナル㈱、

イビデンサーキットオブア

メリカ㈱、マイクロメック

㈱、イビデンU.S.A.  R&D 

㈱、イビデンU.S.A. ㈱、

イビデンＤＰＦフランス

㈱、イビデンヨーロピアン

ホールディングス㈱、イビ

デンハンガリー㈱、イビデ

ンドイツ㈱、イビデンフラ

ンス㈱、イビデンヨーロッ

パ㈱、イビデンＵＫ㈱、イ

ビデンフィリピン㈱、揖斐

電電子(北京)有限公司、揖

斐電電子(上海)有限公司、

揖斐電電子科技(上海)有限

公司、台湾揖斐電股份有限

公司、イビデンコリア㈱、

イビデンシンガポール㈱、

揖斐電(香港)有限公司、イ

ビデンマレーシア㈱、南寧

大南食品有限公司 

上記のうち、イビケンウ

ッドテック㈱、中部工材

㈱、㈱五洋清水工務店につ

いては、重要性が増したこ

とにより当中間連結会計期

間より連結の範囲に含めて

おります。 

(1) 連結子会社 

子会社のうち、イビデン

電子工業株式会社ほか36社

を連結の範囲に含めており

ます。連結子会社名は有価

証券報告書の「第１ 企業

の概況」の４ 関係会社の

状況に記載しているため省

略しております。 

上記のうち、イビデンヨ

ーロピアンホールディング

ス㈱、イビデンドイツ㈱、

イビデンＵＫ㈱、揖斐電電

子科技（上海）有限公司及

びイビデンハンガリー㈱に

ついては、新規設立等によ

り当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 主要な非連結子会社 

非連結子会社は、イビデ

ンフィリピンランドホール

ディングス㈱、㈱アイ・ケ

ー・アイ、サン工機㈱、他

９社の12社であります。 

(2) 主要な非連結子会社 

非連結子会社は、イビデ

ンフィリピンランドホール

ディングス㈱、㈱アイ・ケ

ー・アイ、サン工機㈱、他

５社の８社であります。 

(2) 非連結子会社 

非連結子会社は、イビデ

ンフィリピンランドホール

ディングス㈱、㈱アイ・ケ

ー・アイ、サン工機㈱、他

９社の12社であります。 

  (3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由 

非連結子会社12社につい

ては、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上

高、中間純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由 

非連結子会社８社につい

ては、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上

高、中間純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由 

非連結子会社12社につい

ては、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な

影響をおよぼしていないた

めであります。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の関連会社 

㈱ティーアイビーシー 

(1) 持分法適用の関連会社 

同左 

(1) 持分法適用の関連会社 

同左 

  (2) 持分法非適用会社につ

いて持分法を適用しない

理由 

持分法を適用しない非連

結子会社12社については、

それぞれ中間連結純損益及

び利益剰余金等におよぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

めであります。 

(2) 持分法非適用会社につ

いて持分法を適用しない

理由 

持分法を適用しない非連

結子会社８社については、

それぞれ中間連結純損益及

び利益剰余金等におよぼす

影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

めであります。 

(2) 持分法非適用会社につ

いて持分法を適用しない

理由 

持分法を適用しない非連

結子会社12社については、

それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等におよぼす影響

が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないためで

あります。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日等(決算日

等)に関する事項 

連結子会社のうち、イビ

デンインターナショナル

㈱、イビデンサーキットオ

ブアメリカ㈱、マイクロメ

ック㈱、イビデンU.S.A. 

R&D  ㈱、イビデンU.S.A. 

㈱、イビデンＤＰＦフラン

ス㈱、イビデンヨーロピア

ンホールディングス㈱、イ

ビデンドイツ㈱、イビデン

フランス㈱、イビデンヨー

ロッパ㈱、イビデンＵＫ

㈱、イビデンフィリピン

㈱、揖斐電電子(北京)有限

公司、揖斐電電子(上海)有

限公司、揖斐電電子科技

(上海)有限公司、台湾揖斐

電股份有限公司、イビデン

コリア㈱、イビデンシンガ

ポール㈱、揖斐電(香港)有

限公司、イビデンマレーシ

ア㈱、南寧大南食品有限公

司の中間決算日は６月30日

であります。 

中間連結財務諸表の作成

に当たっては、同中間決算

日の財務諸表を採用してい

ますが、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調

整を行っております。 

連結子会社のうち、揖斐

電電子(北京)有限公司、揖

斐電電子(上海)有限公司、

揖斐電電子科技(上海)有限

公司及び南寧大南食品有限

公司の中間決算日は６月30

日であります。 

中間連結財務諸表の作成

に当たり、上記連結子会社

につきましては、中間決算

日（９月30日）において仮

決算を実施したうえで連結

しております。 

なお、イビデンインター

ナショナル㈱、イビデンサ

ーキットオブアメリカ㈱、

マイクロメック㈱、イビデ

ンU.S.A. R&D ㈱、イビデ

ンU.S.A. ㈱、イビデンＤ

ＰＦフランス㈱、イビデン

ヨーロピアンホールディン

グス㈱、イビデンドイツ

㈱、イビデンフランス㈱、

イビデンヨーロッパ㈱、イ

ビデンＵＫ㈱、イビデンフ

ィリピン㈱、台湾揖斐電股

份有限公司、イビデンコリ

ア㈱、イビデンシンガポー

ル㈱、揖斐電(香港)有限公

司及びイビデンマレーシア

㈱につきましては、当連結

会計年度において決算日を

12月31日から３月31日（中

間決算日９月30日）に変更

しており、中間連結財務諸

表上、平成17年１月１日よ

り同年３月31日までの損益

に連結上必要な調整を行っ

た金額を、中間連結剰余金

計算書において「連結子会

社の決算期変更に伴う増

加」として表示しておりま

す。 

連結子会社のうち、イビ

デンインターナショナル

㈱、イビデンサーキットオ

ブアメリカ㈱、マイクロメ

ック㈱、イビデンU.S.A. 

R&D  ㈱、イビデンU.S.A. 

㈱、イビデンシンガポール

㈱、イビデンヨーロッパ

㈱、台湾揖斐電股分有限公

司、イビデンフィリピン

㈱、揖斐電電子（上海）有

限公司、揖斐電電子（北

京）有限公司、イビデンコ

リア㈱、イビデンマレーシ

ア㈱、イビデンＤＰＦフラ

ンス㈱、イビデンフランス

㈱、揖斐電（香港）有限公

司及び南寧大南食品有限公

司の決算日は12月31日であ

ります。 

連結財務諸表の作成に当

たっては、同決算日現在の

財務諸表を採用しています

が、連結決算日との間に生

じた重要な取引については

連結上必要な調整を行って

います。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(イ) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

  

  

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は主と

して移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

  

  

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

  

  

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は主として

移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

当社及び国内連結子会社

は、主として移動平均法に

よる原価法を、在外連結子

会社は、主として先入先出

法による低価法を採用して

おります。 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(ロ) 重要な減価償却

資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社

は、主として定率法を採用

し、在外連結子会社は、当

該国の会計基準の規定に基

づく定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。 

建物及び構築物３～75年 

機械装置及び運搬具 

３～22年 

(1) 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社

は、主として定率法を採用

し、在外連結子会社は、当

該国の会計基準の規定に基

づく定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。 

建物及び構築物３～75年 

機械装置及び運搬具 

３～22年 

（追加情報） 

一部のセラミック製造設

備につきましては、従来、

耐用年数を９年（増加償却

適用につき実質５年）とし

て減価償却を行ってきまし

たが、当中間連結会計期間

において過去の実績に基づ

く平均使用期間を算定した

結果、従来採用していた耐

用年数と実績に基づく使用

可能予測期間との乖離が明

らかになりました。このた

め、当中間連結会計期間か

ら実績に基づく使用可能予

測期間による３年を採用す

ることとしました。この結

果、従来の方法と比較し

て、売上総利益、営業利

益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益が649百万

円並びに中間純利益が390

百万円それぞれ減少してお

ります。 

(1) 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社

は、主として定率法を採用

し、在外連結子会社は、当

該国の会計基準の規定に基

づく定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。 

建物及び構築物３～75年 

機械装置及び運搬具 

３～22年 

  (2) 無形固定資産 

当社及び国内連結子会

社は定額法 

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっ

ております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(ハ) 重要な引当金の

計上基準 

(1) 貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社

は、主として債権の貸倒に

よる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績

率等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上して

おります。また、在外連結

子会社は、主として特定の

債権について回収不能見込

額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社

は、主として従業員に対し

て支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基

づき、当中間連結会計期間

に帰属する部分を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社

は、主として従業員の賞与

に充てるため、支給見込額

基準により当連結会計年度

に帰属する部分を計上して

おります。 

  (3) 退職給付引当金 

一部の国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

また、数理計算上の差異

については、発生の翌連結

会計年度に一括費用処理す

ることとしております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

一部の国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

数理計算上の差異は、翌

連結会計年度に一括して費

用処理することとしており

ます。 

  

(4) 役員退職慰労引当金 

当社及び主要な国内連結

子会社は、主として役員の

退職に伴い支給する退職慰

労金に充てるため、内規に

基づく退職慰労金見積額を

計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(ニ) 重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

(ホ) 重要なヘッジ会

計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によって

おります。 

なお、金利スワップにつ

いては特例処理の条件を満

たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段： 為替予約取

引、通貨オ

プション取

引、金利ス

ワップ 

ヘッジ対象： 外 貨 建 債

権・債 務、

外貨建予定

取引、借入

金利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段： 同左 

  

  

  

  

ヘッジ対象： 同左 

  

  

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段： 同左 

  

  

  

  

ヘッジ対象： 同左 

  

  

  

  



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (3) ヘッジ方針 

主として親会社は、「社

内管理規程」に基づき、為

替変動リスクについてヘッ

ジしております。なお、主

要なリスクである外貨建売

掛債権の為替変動リスクに

関しては、実需を推定し、

ヘッジする方針でありま

す。また、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

為替予約及び通貨オプシ

ョンの締結時に、リスク管

理方針に従って、外貨建に

よる同一金額で同一期日の

為替予約及び通過オプショ

ンを対応させているため、

その後の為替相場の変動に

よる相関関係は完全に確保

されており、ヘッジに高い

有効性があるものと判断し

ております。 

ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについ

ては有効性の評価を省略し

ております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(ヘ) その他中間連結

(連結)財務諸表

作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式を採

用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価格の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度から適用できることになったこと

に伴い、当中間連結会計期間から同

会計基準及び同適用指針を適用して

おります。これにより税金等調整前

中間純利益は207百万円減少してお

ります。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会  平成 14 年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当連結会計年度

から同会計基準及び同適用指針を

適用しております。これにより税

金等調整前当期純利益は207百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

―――――――――― （中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において流動負債の「その他」

に含めて表示しておりました「未払金」（前中間連結

会計期間7,839百万円）については、負債、少数株主持

分及び資本合計の100分の５超となったため、当中間連

結会計期間より区分掲記しております。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

120,990百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

137,357百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

127,599百万円 

※２ (担保資産) 

担保として供しております資産

は次の通りです。 

  

担保付債務は次の通りです。 

  

土地 14百万円

投資有価証券 12百万円

計 27百万円

買掛金 57百万円

※２ (担保資産) 

担保として供しております資産

は次の通りです。 

  

担保付債務は次の通りです。 

土地 14百万円

投資有価証券 14百万円

計 29百万円

買掛金 321百万円

未払金 3百万円

計 324百万円

※２ (担保資産) 

担保として供しております資産

は次の通りです。 

  

担保付債務は次の通りです。 

土地 14百万円

投資有価証券 12百万円

計 26百万円

買掛金 382百万円

未払金 3百万円

計 385百万円

３ 受取手形割引高   344百万円 

受取手形裏書譲渡高 14百万円 

３ 受取手形割引高   189百万円 

  

３ 受取手形割引高   344百万円 

受取手形裏書譲渡高 14百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の内、

主要な費目及び金額 

(注)減価償却費220百万円、賞与引

当金繰入額141百万円、退職給

付費用０百万円を含む。 

輸送保管料 1,130百万円

従業員給料 
手当 

3,716百万円

賞与引当金 
繰入額 

783百万円

退職給付費用 59百万円

役員退職給与
引当金繰入額 

44百万円

減価償却費 485百万円

(注)研究開発費 2,805百万円

※１ 販売費及び一般管理費の内、

主要な費目及び金額 

(注)減価償却費240百万円、賞与引

当金繰入額227百万円、退職給

付費用０百万円を含む。 

輸送保管料 1,558百万円

従業員給料
手当 

4,130百万円

賞与引当金
繰入額 

738百万円

退職給付費用 106百万円

役員退職給与
引当金繰入額 

60百万円

減価償却費 388百万円

(注)研究開発費 3,238百万円

連結調整勘定
の償却額 

185百万円

※１ 販売費及び一般管理費の内、

主要な費目及び金額 

(注)減価償却費465百万円、賞与引

当金繰入額133百万円を含む。 

輸送保管料 2,418百万円

従業員給料 
手当 

7,456百万円

賞与手当 1,144百万円
賞与引当金 
繰入額 

882百万円

退職給付費用 136百万円
役員退職慰労
引当金繰入額 

98百万円

貸倒引当金 
繰入額 

274百万円

減価償却費 1,017百万円
(注)研究開発費 5,979百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 
運搬具 

9百万円

その他 0百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び
運搬具 

11百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び
構築物 

0百万円

機械装置及び 
運搬具 

23百万円

土地 5百万円

その他 1百万円

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び 
構築物 

166百万円

機械装置及び 
運搬具 

191百万円

その他 1百万円

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び
構築物 

116百万円

機械装置及び
運搬具 

17百万円

その他 0百万円

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び
構築物 

334百万円

機械装置及び 
運搬具 

131百万円

土地 4百万円

その他 2百万円



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※４ 減損損失 

当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上しております。 

当社グループは事業の種類別セ

グメントを基礎として資産をグル

ーピングしております。グルーピ

ングの単位である各事業において

は減損の兆候がありませんでした

が、遊休地の土地等の価額が下落

していることにより、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（207百万円）と

して特別損失に計上いたしまし

た。 

その内訳は、土地185百万円、

建物及び構築物22百万円でありま

す。 

なお、回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、土地等

について固定資産税評価額等に基

づいて算定しております。 

場所 種類 用途 

福井県 
敦賀市 

土 地、建 物
及び構築物 

遊休 

北海道 
旭川市 

土地 遊休 

岐阜県 
上石津町 

土 地、建 物
及び構築物 

遊休 

石川県 
志賀町 

土地 遊休 

茨城県 
牛久市 

土 地、建 物
及び構築物 

遊休 

滋賀県 
安曇川町 

土地 遊休 

―――――――――― ※４ 減損損失 

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上しておりま

す。 

当社グループは事業の種類別

セグメントを基礎として資産を

グルーピングしております。グ

ルーピングの単位である各事業

においては減損の兆候がありま

せんでしたが、遊休地の土地等

の価額が下落していることによ

り、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失（207百万円）として特別損失

に計上いたしました。 

その内訳は、土地185百万円、

建物及び構築物22百万円であり

ます。 

なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、土

地等について固定資産税評価額

等に基づいて算定しておりま

す。 

場所 種類 用途 

福井県 
敦賀市 

土 地、建 物
及び構築物 

遊休 

北海道 
旭川市 

土地 遊休 

岐阜県 
上石津町 

土 地、建 物
及び構築物 

遊休 

石川県 
志賀町 

土地 遊休 

茨城県 
牛久市 

土 地、建 物
及び構築物 

遊休 

滋賀県 
高島市 

土地 遊休 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

  

現金及び預金勘

定 
26,911百万円

預入期間が 

3か月を超える

定期預金 

△72百万円

有価証券勘定 18,129百万円

現金及び現金 
同等物 

44,967百万円

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

  

現金及び預金勘

定 
37,425百万円

預入期間が 

3か月を超える

定期預金 

△482百万円

有価証券勘定 9,132百万円

現金及び現金
同等物 

46,075百万円

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

  

現金及び預金勘

定 
32,619百万円

預入期間が 

3か月を超える

定期預金 

△83百万円

有価証券勘定 14,130百万円
現金及び現金
同等物 

46,666百万円



(リース取引関係) 

  

  
  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 1,165 304 860

機械装置 
及び運搬具 6,012 2,267 3,745

その他 425 345 79

合計 7,603 2,917 4,685

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
(注)     同左 

 

取得
価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 1,164 441 722

機械装置 
及び運搬具 5,972 2,062 3,910

その他 470 383 87

合計 7,608 2,888 4,720

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

取得
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物及び
構築物 1,223 391 832 

機械装置
及び運搬具 6,355 2,744 3,611 

その他 426 361 65 
合計 8,066 3,497 4,508 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

1年内 1,021百万円

1年超 3,663百万円

計 4,685百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注)     同左 

1年内 1,118百万円

1年超 3,601百万円

計 4,720百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

1年内 1,055百万円

1年超 3,453百万円

計 4,508百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 574百万円

減価償却費 
相当額 

574百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 550百万円

減価償却費
相当額 

550百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1,137百万円

減価償却費
相当額 

1,137百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティングリース取引に

係る未経過リース料 

1年内 566百万円

1年超 113百万円

計 680百万円

２ オペレーティングリース取引に

係る未経過リース料 

1年内 146百万円

1年超 50百万円

計 197百万円

２ オペレーティングリース取引に

係る未経過リース料 

1年内 308百万円

1年超 75百万円

計 383百万円



(有価証券関係) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

（注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について０百万円減損処理を行っております。 

なお、有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価の50％以上下落した場合及び同

30％以上50％未満の下落率の場合には、個別の時価の回復可能性を判断し、必要と認められた額について減損処理を行って

おります。 

  

（注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について１百万円減損処理を行っております。 

なお、有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価の50％以上下落した場合及び同

30％以上50％未満の下落率の場合には、個別の時価の回復可能性を判断し、必要と認められた額について減損処理を行って

おります。 

  

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式40百万円減損処理を行っております。 

なお、有価証券の減損処理にあたっては、期末日時点の時価が取得原価の50％以上下落した場合及び同30％以上50％未満

の下落率の場合には、個別の時価の回復可能性を判断し、必要と認められた額について減損処理を行っております。 

区分 
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

  取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

(1)株式 7,859 16,836 8,976

(2)債券       

   社債 1,499 1,488 △11

合計 9,359 18,325 8,965

区分 
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

  取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

(1)株式 8,134 25,355 17,220

(2)債券       

   国債・地方債等 0 0 －

   社債 1,499 1,490 △9

合計 9,634 26,845 17,210

区分 
前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

  取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

(1)株式 7,861 19,371 11,509

(2)債券       

   国債・地方債等 0 0 －

   社債 1,999 2,000 1

合計 9,862 21,372 11,510



２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 その他有価証券 

  

  

次へ 

内容 
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

  
公社債投信等 
  

19,129 9,132 19,631

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

3,090 2,935 3,095

非上場外国債券 0 － －

出資証券・私募債等 303 344 350

合計 22,524 12,413 23,076



(デリバティブ取引関係) 
  

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

(注) １ 為替予約取引の時価は、先物為替相場によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

(注) １ 為替予約取引の時価は、先物為替相場によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、除いております。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

(注) １ 為替予約取引の時価は、先物為替相場によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、除いております。 
  
前へ  

種類 契約額等（百万円） 
契約額のうち１年超
（百万円） 

時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引 
売建 

  
23,642 － 23,757 

  
△114 

スワップ取引 
売建 

  
4,567 － 4,672 

  
△104 

合計 28,210 － 28,429 △219 

種類 契約額等（百万円） 
契約額のうち１年超
（百万円） 

時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引 
売建 

米ドル 
ユーロ 

  
  

19,193 
8,413 

  
－ 
－ 

  
20,058 
8,554 

  
  

△865 
△141 

スワップ取引 
米ドル 
ユーロ 

  
2,718 
5,182 

－ 
－ 

2,832 
5,184 

  
△113 
△2 

合計 35,508 － 36,630 △1,121 

種類 契約額等（百万円） 
契約額のうち１年超
（百万円） 

時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引 
売建 

米ドル 
ユーロ 

  
  

15,468 
3,248 

  
－ 
－ 

  
15,917 
3,316 

  
  

△449 
△68 

通貨オプション取引 
買建 プット 

ユーロ 
売建 コール 

ユーロ 

  
  

1,054 
  

2,109 

  
－ 
  
－ 

  
34 
  
41 

  
  
17 
  

△23 
スワップ取引 

米ドル 
ユーロ 

  
4,241 
3,153 

－ 
－ 

4,194 
3,196 

  
47 
△43 

合計 － － － △519 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各事業区分の主要製品事業区分の方法は、製品系列別に下記のとおり区分しております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,726百万円)の主なものは、提出会社の一般管理部門

の費用であります。 

  

  
電子関連 
(百万円) 

セラミック 
(百万円) 

建材
(百万円) 

建設
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

63,722 16,506 20,038 4,240 11,572 116,080 － 116,080

(2) セグメント間の
内部売上高 
又は振替高 

30 7 10 3,110 1,180 4,339 (4,339) －

計 63,752 16,513 20,049 7,350 12,752 120,419 (4,339) 116,080

営業費用 55,034 14,605 18,669 7,629 12,132 108,071 (1,612) 106,458

営業利益又は 
営業損失(△) 

8,717 1,908 1,379 △278 620 12,347 (2,726) 9,621

事業区分 主要製品

電子関連 
プリント配線板、モジュール基板、パッケージ基板、 
プリント配線板パターン設計 

セラミック 
ファインセラミックス製品、特殊炭素製品、セラミックファイバー 
ディーゼルパティキュレートフィルター 

建材 
住宅設備機器、メラミン化粧板、化粧板関連加工部材、 
プレカット構造材 

建設 設備の設計・施工、法面・造園関係の特殊工事の設計・施工 

その他 
スチロール容器、家電用緩衝材、自動車部品、
各種包装資材、農畜水産物加工品、情報サービス業 



当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各事業区分の主要製品事業区分の方法は、製品系列別に下記のとおり区分しております。 

２ 営業費用の配賦方法の変更 

従来、提出会社の一般管理部門に係る費用を「消去又は全社」の項目に営業費用として記載しておりましたが、当中間

連結会計期間より営業費用の配賦方法を変更し、各セグメントへ配賦することとしました。この変更は、営業費用の配分

方法をより当社の経営管理の手法に即したものとし、セグメント別損益の実態をより適切に表示するためであります。 

この結果、従来の方法に比較して当中間連結会計期間の営業費用は「電子関連」で1,939百万円、「セラミック」で695

百万円増加して、「消去又は全社」の項目で2,634百万円減少しております。また、各セグメントの営業利益がそれぞれ

同額減少又は増加しております。 

  

  
電子関連 
(百万円) 

セラミック 
(百万円) 

建材
(百万円) 

建設
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

73,296 29,728 23,241 4,918 11,805 142,989 － 142,989

(2) セグメント間の
内部売上高 
又は振替高 

40 27 9 5,005 1,919 7,003 (7,003) －

計 73,337 29,756 23,250 9,923 13,725 149,993 (7,003) 142,989

営業費用 62,245 23,513 21,916 10,209 13,185 131,070 (7,045) 124,024

営業利益又は 
営業損失(△) 

11,091 6,243 1,334 △285 539 18,923 42 18,965

事業区分 主要製品

電子関連 
プリント配線板、モジュール基板、パッケージ基板、 
プリント配線板パターン設計 

セラミック 
ファインセラミックス製品、特殊炭素製品、セラミックファイバー 
ディーゼルパティキュレートフィルター 

建材 
住宅設備機器、メラミン化粧板、化粧板関連加工部材、 
プレカット構造材 

建設 設備の設計・施工、法面・造園関係の特殊工事の設計・施工 

その他 
スチロール容器、家電用緩衝材、自動車部品、
各種包装資材、農畜水産物加工品、情報サービス業 



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各事業区分の主要製品 

事業区分の方法は、製品系列別に下記のとおり区分しております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(3,602百万円)の主なものは、提出会社の一般管理部門

の費用であります。 

  

  
電子関連 
(百万円) 

セラミック 
(百万円) 

建材
(百万円) 

建設
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

128,689 35,747 44,913 13,359 24,883 247,593 － 247,593

(2) セグメント間の
内部売上高 
又は振替高 

75 17 11 6,581 2,208 8,895 (8,895) －

計 128,764 35,765 44,925 19,941 27,091 256,488 (8,895) 247,593

営業費用 112,735 30,542 41,825 20,010 25,677 230,792 (3,289) 227,502

営業利益 16,028 5,222 3,099 69 1,414 25,696 (5,605) 20,090

事業区分 主要製品

電子関連 
プリント配線板、モジュール基板、パッケージ基板、 
プリント配線板パターン設計 

セラミック 
ファインセラミックス製品、特殊炭素製品、セラミックファイバー 
ディーゼルパティキュレートフィルター 

建材 
住宅設備機器、メラミン化粧板、化粧板関連加工部材、 
プレカット構造材 

建設 設備の設計・施工、法面・造園関係の特殊工事の設計・施工 

その他 
スチロール容器、家電用緩衝材、自動車部品、
各種包装資材、農畜水産物加工品、情報サービス業 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア………シンガポール、台湾、フィリピン、中国、韓国、マレーシア 

(2) 北米………米国 

(3) 欧州………オランダ、フランス、ドイツ、イギリス、ハンガリー 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,709百万円)の主なものは、提出会社の一般管理部門

の費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア………シンガポール、台湾、フィリピン、中国、韓国、マレーシア 

(2) 北米………米国 

(3) 欧州………オランダ、フランス、ドイツ、イギリス、ハンガリー 

３ 営業費用の配賦方法の変更 

従来、提出会社の一般管理部門に係る費用を「消去又は全社」の項目に営業費用として記載しておりましたが、当中間

連結会計期間より営業費用の配賦方法を変更し、「日本」へ配賦することとしました。この変更は、営業費用の配分方法

をより当社の経営管理の手法に即したものとし、セグメント別損益の実態をより適切に表示するためであります。 

この結果、従来の方法に比較して当中間連結会計期間の営業費用が「日本」で2,634百万円増加して、営業利益が同額

減少しております。 

  
日本 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

90,214 5,943 12,429 7,492 116,080 － 116,080 

(2) セグメント間の 
内部売上高 
又は振替高 

21,571 7,745 546 88 29,951 (29,951) － 

計 111,786 13,688 12,975 7,580 146,031 (29,951) 116,080 

営業費用 101,860 11,935 12,732 7,171 133,700 (27,241) 106,458 

営業利益 9,925 1,752 243 409 12,330 (2,709) 9,621 

  
日本 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

100,378 8,021 13,926 20,662 142,989 － 142,989 

(2) セグメント間の 
内部売上高 
又は振替高 

29,874 8,879 596 152 39,502 (39,502) － 

計 130,252 16,900 14,523 20,815 182,492 (39,502) 142,989 

営業費用 116,770 14,339 14,197 18,198 163,506 (39,481) 124,024 

営業利益 13,482 2,561 326 2,616 18,985 (20) 18,965 



前連結会計年度(自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア………シンガポール、台湾、フィリピン、中国、韓国、マレーシア 

(2) 北米………米国 

(3) 欧州………オランダ、フランス、ドイツ、イギリス、ハンガリー 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(5,881百万円)の主なものは、提出会社の一般管理部門

の費用であります。 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

191,960 12,326 24,886 18,419 247,593 － 247,593 

(2) セグメント間の 
内部売上高 
又は振替高 

45,086 15,283 1,035 153 61,559 (61,559) － 

計 237,047 27,610 25,922 18,573 309,152 (61,559) 247,593 

営業費用 216,073 24,293 25,464 17,350 283,180 (55,678) 227,502 

営業利益 20,973 3,316 458 1,223 25,971 (5,881) 20,090 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
  

(注) １ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………シンガポール、マレーシア、フィリピン、台湾、中国、韓国 

(2) 北米………………米国、カナダ 

(3) 欧州………………フランス、ドイツ、フィンランド等 

(4) その他の地域……中南米等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 当中間連結会計期間において、従来「その他の地域」に含めて表示しておりました「欧州」における売上高が、連結売上

高の10％以上となったため、区分掲記しております。 

  なお、前中間連結会計期間の「その他の地域」に含まれている「欧州」の金額は9,111百万円であります。 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

(注) １ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………シンガポール、マレーシア、フィリピン、台湾、中国、韓国 

(2) 北米………………米国、カナダ 

(3) 欧州………………フランス、ドイツ、フィンランド等 

(4) その他の地域……中南米等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域における売上高であります。 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

(注) １ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………シンガポール、マレーシア、フィリピン、台湾、中国、韓国 

(2) 北米………………米国、カナダ 

(3) 欧州………………フランス、ドイツ、フィンランド等 

(4) その他の地域……中南米等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 当連結会計年度において、従来「その他の地域」に含めて表示しておりました「欧州」における売上高が、連結売上高の

10％以上となったため、「その他の地域」と区別して掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「その他の地域」に含まれている「欧州」の金額は18,714百万円であります。 

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 37,548 13,720 12,595 8,457 72,322 

Ⅱ 連結売上高(百万円)  116,080 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

32.4 11.8 10.8 7.3 62.3 

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 38,042 16,594 23,927 10,647 89,212 

Ⅱ 連結売上高(百万円)  142,989 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

26.6 11.6 16.7 7.5 62.4 

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 68,453 27,562 28,796 14,332 139,146 

Ⅱ 連結売上高(百万円)  247,593 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

27.7 11.1 11.6 5.8 56.2 



(１株当たり情報) 

  

(注)１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 872円63銭 1,172円21銭 932円66銭 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

51円69銭 96円80銭 101円14銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

49円32銭 92円93銭 95円52銭 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純
利益金額 

  

中間(当期)純利益 
（百万円） 

6,090 12,496 12,071 

普通株主に帰属しない金
額（百万円） 

－ － 152 

（うち利益処分による役
員賞与金） 

(－) (－) (152)

普通株式に係る中間(当
期)純利益（百万円） 

6,090 12,496 11,921 

期中平均株式数（千株） 117,818 129,101 117,846 

    

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

  

中間(当期)純利益調整額 
（百万円） 

1 1 3 

（うち信託手数料(税額相
当控除後)）（百万円） 

(1) (1) (3)

普通株式増加数（千株） 5,681 5,385 6,958 

（うち転換社債(千株)） (5,681) (245) (5,667)

（うち新株予約権 
(千株)） 

(－) (5,140) (1,291)

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益
の算定に含まれなかった
潜在株式の概要 

第６回無担保転換社債型
新株予約権付社債（券面
総額15,000百万円）並び
に平成14年６月25日定時
株主総会決議の新株予約
権（新株予約権の数3,540
個）、平成15年６月25日
定時株主総会決議の新株
予約権（新株予約権の数
3,690個）及び平成16年６
月24日定時株主総会決議
の新株予約権（新株予約
権の数3,920個）。 
なお、これらの概要は
「第４提出会社の状況、
(2)  新株予約権等の状
況」に記載のとおりであ
ります。 

――――――― 2014年満期ユーロ円建新
株予約権付社債（券面総
額15,000百万円）並びに
平成14年６月25日定時株
主総会決議の新株予約権
（新株予約権の数3,540
個）及び平成15年６月25
日定時株主総会決議の新
株予約権（新株予約権の
数3,690個）なお、これら
の概要は「第４提出会社
の状況、(2) 新株予約権
等の状況」に記載のとお
りであります。 



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

1 当社は、平成16年10月13日の取

締役会決議に基づき、次のとおり

2014年満期ユーロ円建転換社債型

新株予約権付社債を発行しまし

た。 

その概要は次の通りでありま

す。 

(1) 発行総額 
  
15,000百万円 

(2) 発行価額   本社債額面金額の
100％ 
（各本社債額面金
額1,000,000円） 

(3) 発行価格 
  (募集価格) 

  本社債額面金額の
102.5％ 

(4) 払込期日及
び発行日 

  
平成16年11月１日

(5) 償還期限 
  
平成26年９月30日

(6) 利率 
  本社債には、利息
を付さない 

(7) 本新株予約
権の総数 

  
15,000個 

(8) 本新株予約権の行使に際して払
込をなすべき額（転換価額） 

①本社債の発行価額と同額とす
る。 
②新株予約権の行使に際して払
込をなすべき１株当りの金額
（転換価額）は、当初2,085円と
する。 

(9) 本新株予約
権の行使期
間 

  平成16年11月15日
から平成26年９月
16日まで 

(10)新株予約権
の行使の条
件  

  新株予約権の一部
行使はできないも
のとする 

(11) 資 金 の 使
途  

  主にイビデンハン
ガリー㈱の工場の
生産設備資金に充
当 

1 株式交換によるイビデングリーン

テック㈱の完全子会社化 

当社は、平成17年10月１日付け

で、イビデングリーンテック㈱を当

社の完全子会社とする株式交換を実

施いたしました。この株式交換によ

り、当社が保有する 自己株式

604,632株を割当交付し、自己株式

が965百万円減少しております。 

(1) 株式交換の目的 

当社及びイビデングリーンテッ

ク㈱、両社一体となった事業戦略

をより迅速に展開できる体制を確

立することを目的としておりま

す。 

(2) 株式交換の方法及び内容 

①株式交換の内容 

当社は、商法第358条第１項の

定めに基づく簡易株式交換を平成

17年10月１日付けで行い、イビデ

ングリーンテック㈱の完全親会社

となっております。 

②株式交換に際して発行する株式

及び割合 

当社は、イビデングリーンテッ

ク㈱との株式交換に際して、当社

を除く株主に対して、その所有す

るイビデングリーンテック㈱の普

通株式１株につき、当社株式118

株の割合をもって割当交付してお

ります。 

この交換に伴う自己株式交付数

は604,632株であります。 

③資本金及び資本準備金額 

当社は自己株式を交付するた

め、株式交換によって資本金およ

び資本準備金は増加いたしませ

ん。 

④株式交換交付金 

株式交換交付金の支払は、行っ

ておりません。 

1 当社は、欧州でのセラミック部

門の効率的な事業運営を推進する

ため、平成17年４月27日付にて、

当社の連結子会社であるイビデン

ＤＰＦフランス株式会社の株式を

取得いたしました。これにより、

当社の持分比率は60％から95％に

増加しております。 

イビデンＤＰＦフランス㈱の概要 

①名称 IBIDEN DPF FRANCE S.A.S. 

②所在地 フランス共和国ロアレ

県コータネー 

③資本金 25,000千ユーロ 

④主な事業内容 

セラミック製品の製造 

  



  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

2 当社は、欧州でのＤＰＦ（ディ

ーゼルパティキュレートフィルタ

ー）事業を推進するために、当社

の子会社であるイビデンヨーロピ

アンホールディングス㈱(連結子会

社)を平成16年10月19日に増資し、

イビデンヨーロピアンホールディ

ングス㈱は、欧州域内で統括する

子会社のひとつであるイビデンハ

ンガリー㈱（連結子会社）を平成

16年10月25日に増資いたしまし

た。 

なお、イビデンヨーロピアンホ

ールディングス㈱及びイビデンハ

ンガリー㈱の資本金の額は当社の

資本金の額の100分の10以上に相当

するため、当社の特定子会社に該

当することとなりました。 

 (1)イビデンヨーロピアンホールデ

ィングス㈱の概要 

  ①名称 IBIDEN European 

   Holdings B.V. 

  ②所在地 

   Hoofddorp,The Netherland 

  ③資本金   25,800千ユーロ 

  ④主な事業内容  

   欧州域内の投資・金融 

 (2)イビデンハンガリー㈱の概要 

  ①名称 IBIDEN Hungary Kft. 

  ②所在地 

   Dunavarsany,Hungary 

  ③資本金   6,250,000千HUF 

  ④主な事業内容  

   セラミック製品の製造 

2 公募による新株式の発行 

当社は、平成17年11月21日開催の

取締役会において、公募増資による

新株式発行を決議し、平成17年12月

８日に払込が行われました。その概

要は以下のとおりであります。 

(1) 募集方法 

一般公募 

(2) 発行する株式の種類及び数 

普通株式 6,500,000株 

(3) 発行価額 

１株につき  6,375円 

(4) 資本組入額 

１株につき  3,059円 

(5) 発行価額の総額 

39,763百万円 

(6) 資本組入額の総額 

19,883百万円 

(7) 申込期間 

平成17年12月１日～５日 

(8) 払込期日 

平成17年12月８日 

(9) 新株の配当起算日 

平成17年10月１日 

(10)資金の使途 

ＤＰＦ(ディーゼルパティキュ

レートフィルター)製品生産設備

への設備投資資金及び運転資金に

充当する予定であります。 

  

  

  

  

3 オーバーアロットメントによる売

出株式数及び第三者割当による発行

新株式数について 

当社は平成17年11月21日開催の取

締役会において、今回の6,500,000

株の公募による新株式発行（以下、

「一般募集」という。）とは別に、

大和証券エスエムビーシー株式会社

を割当先とする当社普通株式

500,000株の第三者割当増資（以

下、「本件第三者割当増資」とい

う。）を行うことを決議しておりま

す。 

2 イビデングリーンテック株式会

社との株式交換 

当社と連結子会社であるイビデ

ングリーンテック㈱は、両社一体

となった事業戦略をより迅速に展

開できる体制を確立する目的で、

平成17年５月９日に両社取締役会

において、イビデングリーンテッ

ク㈱が当社の完全子会社となる株

式交換契約の締結を決議し、同日

締結しました。なお、当社は商法

第358条第１項の簡易株式交換の規

定に基づき株主総会の承認を得な

いで本株式交換を行う予定であり

ます。また、イビデングリーンテ

ック㈱においては、平成17年６月

29日開催予定の定時株主総会にお

いて同株式交換契約書の承認を得

ることを条件としております。 

(1) 株式交換契約の概要 

①株式交換の内容 

当社は、イビデングリーン

テック㈱と商法第358条に定め

る方法により株式交換を行い

ます。 

②株式交換の日 

平成17年10月１日 

③株式交換に際して発行する

株式及び割合 

当社は、イビデングリーン

テック㈱との株式交換に際し

て、自己の普通株式604,632株

を交付し、株式交換の日の前

日の最終のイビデングリーン

テック㈱の株主名簿に記載さ

れた株主のうち、当社を除く

株主に対して、その所有する

イビデングリーンテック㈱の

普通株式１株につき、当社株

式118株の割合をもって割当交

付します。 

上記株式交換比率は、当社

が野村證券㈱に、イビデング

リーンテック㈱が㈱大和総研

にそれぞれ算定を依頼し、そ

の算定結果を参考にして当事

会社間で協議し、合意したも

のです。 



  

  
 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  大和証券エスエムビーシー株式会

社は、一般募集及びオーバーアロッ

トメントによる売出し（大和証券エ

スエムビーシー株式会社が当社株主

より借受ける当社普通株式500,000

株の売出し）の申込期間中、当社普

通株式について安定操作取引を行う

場合があり、当該安定操作取引で買

付けた株式を貸借株式の返還に充当

することがあります。 

また、大和証券エスエムビーシー

株式会社は、シンジケートカバー取

引を行う場合があり、当該シンジケ

ートカバー取引で買付けられた株式

は貸借株式の返還に充当されます。 

なお、大和証券エスエムビーシー

株式会社は、オーバーアロットメン

トによる売出しを行った株式数から

上記の両取引に係る貸借株式の返還

に充当する株式数を減じた株式数に

ついて、本件第三者割当増資に係る

割当に応じる予定であります。 

そのため本件第三者割当増資にお

ける発行新株式数の全部又は一部に

つき申込みが行われず、その結果、

失権により本件第三者割当増資にお

ける最終的な発行新株式数がその限

度で減少し、又は発行そのものが全

く行われない場合があります。 

本件、第三者割当増資の新株式発

行条件は次のとおりであります。 

(1) 発行する株式の種類及び数 

（上限） 

普通株式 500,000株 

(2) 払込期日平成17年12月28日 

(3) 配当起算日平成17年10月１日 

(4) 割当先 

大和証券エスエムビーシー株

式会社 

(5) 資金の使途 

ＤＰＦ(ディーゼルパティキュ

レートフィルター)製品生産設備

への設備投資資金及び運転資金

に充当する予定であります。 

なお、野村證券㈱は、市場

株価平均法、ＤＣＦ法（ディ

スカウンテッド・キャッシ

ュ・フロー法）および類似会

社比較法による評価を行い、

各評価結果を総合的に勘案し

て、株式交換比率を算定しま

した。㈱大和総研は、市場株

価平均法およびＤＣＦ法によ

る評価を行い、各評価結果を

総合的に勘案して、株式交換

比率を算定しました。 

④増加すべき資本金及び資本

準備金額 

当社は自己株式を交付する

ため、株式交換によって資本

金および資本準備金は増加い

たしません。 

(2) イビデングリーンテック㈱

の概要 

代表者 

代表取締役社長 塩田 康光 

資本金  703百万円（平成17

年３月31日現在） 

住 所  岐阜県大垣市河間

町３丁目55番地 

①主な事業内容 

法面工事、造園工事を中心

とする土木工事の設計、施工

及び管理並びにこれらに付帯

関連する事業 

②売上高及び当期純損失 

（平成17年３月期） 

売 上 高  10,239百万円 

当期純損失   870百万円 

③資産、負債、資本の状況(平

成17年３月31日現在) 

資産合計   8,304百万円 

負債合計   7,463百万円 

資本合計    841百万円 



  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産          

現金及び預金   16,488   18,417 18,285   

受取手形   1,184   1,053 1,344   

売掛金   31,786   35,604 30,669   

有価証券   19,530   9,132 19,931   

たな卸資産   14,597   14,904 12,327   

短期貸付金   3,777   4,553 4,467   

その他   7,436   12,532 10,497   

貸倒引当金   △4   △4 △3   

流動資産合計    94,799 52.0 96,194 42.8   97,520 49.0

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産 ※１        

建物   16,288   17,954 16,404   

構築物   3,793   3,792 3,717   

機械装置   10,671   19,390 13,364   

土地   5,432   5,432 5,432   

建設仮勘定   －   11,591 7,887   

その他   5,641   1,349 1,128   

有形固定資産合計   41,828   59,510 47,934   

無形固定資産   1,240   1,442 1,176   

投資その他の資産          

投資有価証券   20,042   28,707 23,179   

関係会社株式   19,529   27,680 21,907   

その他   4,960   11,407 7,513   

貸倒引当金   △65   △86 △59   

投資その他の 
資産合計   44,467   67,709 52,541   

固定資産合計    87,535 48.0 128,663 57.2   101,652 51.0

資産合計    182,334 100.0 224,857 100.0   199,172 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

支払手形   5,124   6,451 5,197   

買掛金   19,887   22,237 18,559   

１年以内償還予定の 
社債   10,000   － －   

１年以内償還予定の 
転換社債   －   432 9,699   

未払金   －   16,098 11,850   

未払法人税等   1,978   4,209 3,259   

賞与引当金   1,418   1,920 1,377   

設備支払手形   2,761   6,309 2,833   

その他   13,294   7,769 7,598   

流動負債合計    54,464 29.9 65,428 29.1   60,374 30.3

Ⅱ 固定負債          

社債   24,995   17,732 39,988   

転換社債   10,000   － －   

役員退職慰労引当金   909   568 959   

その他   2,016   4,443 2,621   

固定負債合計    37,921 20.8 22,743 10.1   43,568 21.9

負債合計    92,385 50.7 88,172 39.2   103,943 52.2



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    23,812 13.1 38,931 17.3   23,812 11.9

Ⅱ 資本剰余金          

1 資本準備金   24,249   39,364 24,249   

2 その他資本剰余金          

自己株式処分差益   －   104 33   

資本剰余金合計    24,249 13.3 39,469 17.6   24,282 12.2

Ⅲ 利益剰余金          

1 利益準備金   3,548   3,548 3,548   

2 任意積立金          

固定資産圧縮積立金   185   175 185   

別途積立金   8,600   8,600 8,600   

3 中間(当期)未処分 
  利益   31,158   40,410 34,642   

利益剰余金合計    43,492 23.7 52,734 23.5   46,976 23.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    5,205 2.9 10,066 4.4   6,702 3.4

Ⅴ 自己株式    △6,810 △3.7 △4,516 △2.0   △6,544 △3.3

資本合計    89,949 49.3 136,685 60.8   95,228 47.8

負債資本合計    182,334 100.0 224,857 100.0   199,172 100.0

                 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     75,064 100.0  87,478 100.0   152,160 100.0

Ⅱ 売上原価     60,548 80.7  64,675 73.9   122,457 80.5

売上総利益     14,516 19.3  22,802 26.1   29,703 19.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     9,758 13.0  11,735 13.4   20,149 13.2

営業利益     4,757 6.3  11,067 12.7   9,554 6.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,258 1.7  1,375 1.6   3,957 2.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   364 0.5  1,713 2.0   767 0.5

経常利益     5,650 7.5  10,729 12.3   12,744 8.4

Ⅵ 特別利益 ※３   212 0.3  43 0.0   257 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４   1,088 1.4  147 0.2   2,357 1.6

税引前中間(当期) 
純利益     4,775 6.4  10,625 12.1   10,643 7.0

法人税、住民税 
及び事業税   1,741    4,293   3,736    

法人税等調整額   △121 1,620 2.2 △322 3,971 4.5 △321 3,415 2.2

中間(当期)純利益     3,155 4.2  6,654 7.6   7,228 4.8

前期繰越利益     28,003   33,756    28,003  

中間配当額     －   －    589  

自己株式処分差損     0   －    －  

中間(当期)未処分 
利益     31,158   40,410    34,642  

                 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

科目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び価方法 

 (1) 有価証券 

  
  
その他有価証券 
 時価のあるもの 
  中間決算日の市場価格
等に基づく時価法(評
価差額は全部資本直入
法により処理し、売却
原価は移動平均法によ
り算定) 

 時価のないもの 
  移動平均法による原価
法 

  
その他有価証券 

同左 

  
  

その他有価証券 
時価のあるもの 
  決算日の市場価格等に
基づく時価法(評価差
額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価
は移動平均法により算
定) 

 時価のないもの 
  移動平均法による原価
法 

  子会社株式及び関連会社株
式 
 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株
式 

同左 

子会社株式及び関連会社株
式 

同左 
 (2) デリバティブ 時価法 同左 同左 
 (3) たな卸資産 移動平均法による原価法 同左 同左 
２ 固定資産の減価償

却の方法 
    

 (1) 有形固定資産 定率法を採用しておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は以
下の通りであります。 
 建  物 ３～50年 
 機械装置 ３～22年 

定率法を採用しておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は以
下の通りであります。 
 建  物 ３～50年 

 機械装置 ３～22年 

（追加情報） 

一部のセラミック製造設備
につきましては、従来、耐
用年数を９年（増加償却適
用につき実質５年）として
減価償却を行ってきました
が、当中間会計期間におい
て過去の実績に基づく平均
使用期間を算定した結果、
従来採用していた耐用年数
と実績に基づく使用可能予
測期間との乖離が明らかに
なりました。このため、当
中間会計期間から実績に基
づく使用可能予測期間によ
る３年を採用することとし
ました。この結果、従来の
方法と比較して、売上総利
益、営業利益、経常利益及
び税引前中間純利益が649
百万円並びに中間純利益が
390百万円それぞれ減少し
ております。 

定率法を採用しておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は以
下の通りであります。 
 建  物 ３～50年 

 機械装置 ３～22年 

  

 (2) 無形固定資産  定額法を採用しておりま
す。 
 ソフトウェア(自社利用)
については、社内における
見込利用可能期間(５年)に
基づく定額法によっており
ます。 

同左 同左 



  

  

科目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 
 債権の貸倒による損失に
備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率等によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しておりま
す。 

① 貸倒引当金
同左 

① 貸倒引当金 
同左 

  ②賞与引当金 
 従業員に対して支給する
賞与の支出に充てるため、
賞与支給見込額の当中間会
計期間負担額を計上してお
ります。 

②賞与引当金
同左 

② 賞与引当金 
 従業員に対して支給する
賞与の支出に充てるため、
将来の支給見積額のうち当
事業年度の負担額を計上し
ております。 

  ③役員退職慰労引当金 

 役員の退職に伴い支給す

る退職慰労金に充てるた

め、内規に基づく退職慰労

金支給見積限度額を計上し

ております。 

③役員退職慰労引当金 

同左 

③ 役員退職慰労引当金 

同左 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によって

おります。 

 なお、通貨スワップにつ

いては、振当処理によって

おります。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によって

おります。 

  



  

  

科目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段： 為替予約
取 引、通
貨オプシ
ョ ン 取
引、通 貨
スワップ
取引 

ヘッジ対象： 外貨建債
権・債 務
及び外貨
建予定取
引 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段： 同左
  
  
  
  
  
  

ヘッジ対象： 同左
  
  
  
  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段： 同左 
  
  
  
  
  
  

ヘッジ対象： 同左 
  
  
  
  

  ③ヘッジ方針 

 当 社の「社内管理規

定」に基づき、為替変動

リスクをヘッジしており

ます。なお、主要なリス

クである外貨建売掛債権

の為替変動リスクに関し

ては、実需を推定し、ヘ

ッジする方針でありま

す。また、貸付金及び貸

付金利息の為替リスクを

回避する目的で、通貨ス

ワップ取引を行っており

ます。 

③ヘッジ方針 

 当 社の「社内管理規

定」に基づき、為替変動

リスクをヘッジしており

ます。なお、主要なリス

クである外貨建売掛債権

の為替変動リスクに関し

ては、実需を推定し、ヘ

ッジする方針でありま

す。また、貸付金の為替

リスクを回避する目的

で、通貨スワップ取引を

行っております。 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方

法 

為替予約及び通貨オプ

ションの締結時に、リス

ク管理方針に従って、外

貨建による同一金額で同

一期日の為替予約及び通

貨オプションを対応させ

ているため、その後の為

替相場の変動による相関

関係は完全に確保されて

おり、ヘッジに高い有効

性があるものと判断して

おります。ただし、振当

処理によっている通貨ス

ワップについては、有効

性の評価を省略しており

ます。 

④ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸
表（財 務 諸 表）作
成のための基本と
なる事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式を

採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度か

ら適用できることになったことに伴

い、当中間会計期間から同会計基準

及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより税引前中間純利益は

55百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会  平成 14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったこと

に伴い、当事業年度から同会計基

準及び同適用指針を適用しており

ます。これにより税引前当期純利

益は55百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

―――――――――――― （中間貸借対照表） 

1 前中間会計期間において有形固定資産の「その他」

に含めて表示しておりました「建設仮勘定」（前中間

会計期間4,481百万円）については、資産の総額の100

分の５超となったため、当中間会計期間より区分掲記

しております。 

2 前中間会計期間において流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払金」（前中間会計期間

7,041百万円）については、負債資本の総額の100分の

５超となったため、当中間会計期間より区分掲記して

おります。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減

価償却累計額 

97,559百万円 104,782百万円 101,040百万円 

２ 偶発債務 下記の会社の金融機関か

らの借入に対して、次のと

おり債務保証を行っており

ます。 

  

保証先 金額 

イビデンＤＰ

Ｆフランス㈱ 

3,228百万円

（23,562千ユ

ーロ）

―――――――― 下記の会社の金融機関か

らの借入に対して、次のと

おり債務保証を行っており

ます。 

  

  

保証先 金額 

イビデンＤＰ

Ｆフランス㈱ 

3,179百万円

（22,912千ユ

ーロ）

３ 消費税等の取扱

い 

仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、流

動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

同左 ―――――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のう

ち主要項目 

 (1) 受取利息 

 (2) 有価証券利息 

 (3) 受取配当金 

 (4) 設備賃貸収益 

 (5) 為替差益 

  

  

59百万円 

10百万円 

410百万円 

147百万円 

587百万円 

  

  

199百万円 

9百万円 

675百万円 

221百万円 

－ 

  

  

164百万円 

22百万円 

1,918百万円 

299百万円 

1,389百万円 

※２ 営業外費用のう

ち主要項目 

 (1) 支払利息 

 (2) 社債利息 

 (3) 設備賃貸費用 

 (4) 為替差損 

  

  

49百万円 

183百万円 

84百万円 

－ 

  

  

131百万円 

43百万円 

122百万円 

1,257百万円 

  

  

129百万円 

340百万円 

169百万円 

－ 

※３ 特別利益のうち

主要項目 

   固定資産売却益 

    機械装置 

    土地 

   投資有価証券 

   売却益 

   前期損益修正益 

  

  

  

7百万円 

－ 

170百万円 

35百万円 

  

  

  

9百万円 

－ 

－ 

33百万円 

  

  

  

13百万円 

2百万円 

170百万円 

69百万円 

※４ 特別損失のうち

主要項目 

   固定資産除却損 

    建物 

    機械装置 

    構築物 

   投資有価証券評

価損 

   棚卸資産評価減 

   減損損失 

   前期損益修正損 

  

  

  

81百万円 

41百万円 

23百万円 

0百万円 

776百万円 

55百万円 

0百万円 

  

  

  

81百万円 

2百万円 

28百万円 

1百万円 

－ 

－ 

0百万円 

  

  

  

111百万円 

79百万円 

51百万円 

0百万円 

－ 

55百万円 

1百万円 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産 

   無形固定資産 

  

3,644百万円 

165百万円 

  

5,832百万円 

181百万円 

  

8,379百万円 

330百万円 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ６ 減損損失  減損損失 

当中間会計期間におい

て、当社グループは以下

の資産について減損損失

を計上しております。 

当社は事業の種類別セ

グメントを基礎として資

産をグルーピングしてお

ります。グルーピングの

単位である各事業におい

ては減損の兆候がありま

せんでしたが、遊休地の

土地等の価額が下落して

いることにより、帳簿価

額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損

損失（55百万円）として

特別損失に計上いたしま

した。 

その内訳は、土地49百

万円、構築物６百万円で

あります。 

なお、回収可能価額は

正味売却価額により測定

しており、土地等につい

て固定資産税評価額等に

基づいて算定しておりま

す。 

場所 種類 用途 

福井県 
敦賀市 

土 地 及
び 構 築
物 

遊休 

北海道 
旭川市 

土地 遊休 

―――――――― 

  

 減損損失 

当事業年度において、

当社は以下の資産につい

て減損損失を計上してお

ります。 

当社は事業の種類別セ

グメントを基礎として資

産をグルーピングしてお

ります。グルーピングの

単位である各事業におい

ては減損の兆候がありま

せんでしたが、遊休地の

土地等の価額が下落して

いることにより、帳簿価

額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損

損失（55百万円）として

特別損失に計上いたしま

した。 

その内訳は、土地49百

万円、構築物６百万円で

あります。 

なお、回収可能価額は

正味売却価額により測定

しており、土地等につい

て固定資産税評価額等に

基づいて算定しておりま

す。 

場所 種類 用途 

福井県 
敦賀市 

土 地 及
び 構 築
物 

遊休 

北海道 
旭川市 

土地 遊休 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 1,830 399 1,431

車輌運搬具 85 36 48

工具器具 
備品 239 111 127

合計 2,154 547 1,607

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
(注)     同左 

 

取得
価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 2,367 590 1,777

車輌運搬具 78 44 33

工具器具 
備品 191 89 102

合計 2,637 724 1,913

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

取得
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 1,830 489 1,340 

車輌運搬具 84 44 40 

工具器具
備品 245 128 116 

合計 2,161 663 1,497 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  
(注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

1年内 253百万円

1年超 1,353百万円

合計 1,607百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  
(注)     同左 

1年内 293百万円

1年超 1,620百万円

合計 1,913百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

  
(注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

1年内 247百万円

1年超 1,250百万円

合計 1,497百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 128百万円

減価償却費 
相当額 

128百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 100百万円

減価償却費
相当額 

100百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 256百万円

減価償却費
相当額 

256百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティングリース取引に

係る未経過リース料 

1年内 566百万円

1年超 113百万円

合計 680百万円

２ オペレーティングリース取引に

係る未経過リース料 

1年内 146百万円

1年超 50百万円

合計 197百万円

２ オペレーティングリース取引に

係る未経過リース料 

1年内 308百万円

1年超 75百万円

合計 383百万円



(有価証券関係) 

(前中間会計期間末)(平成16年９月30日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

(当中間会計期間末)(平成17年９月30日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

(前事業年度末)(平成17年３月31日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

種類 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 345 526 181 

種類 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 345 1,334 988 

種類 
貸借対照表計上額
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 345 531 186 



(１株当たり情報) 

  

(注)１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 762円44銭 998円04銭 805円39銭 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

26円74銭 51円48銭 60円67銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

25円52銭 49円43銭 57円31銭 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純
利益金額 

  

中間(当期)純利益 
（百万円） 

3,155 6,654 7,228 

普通株主に帰属しない金
額（百万円） 

－ － 70 

（うち利益処分による役
員賞与金） 

(－) (－) (70)

普通株式に係る中間(当
期)純利益（百万円） 

3,155 6,654 7,158 

期中平均株式数（千株） 117,976 129,260 118,003 

    

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

  

中間(当期)純利益調整額 
（百万円） 

1 1 3 

（うち信託手数料(税額相
当控除後)）（百万円） 

(1) (1) (3)

普通株式増加数（千株） 5,681 5,385 6,958 

（うち転換社債(千株)） (5,681) (245) (5,667)

（うち新株予約権 
(千株)） 

(－) (5,140) (1,291)

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益
の算定に含まれなかった
潜在株式の概要 

新株予約権付社債（券面
総額15,000百万円）並び
に平成14年６月25日定時
株主総会決議の新株予約
権（新株予約権の数3,540
個）、平成15年６月25日
定時株主総会決議の新株
予約権（新株予約権の数
3,690個）及び平成16年６
月24日定時株主総会決議
の新株予約権（新株予約
権の数3,920個）。 
なお、これらの概要は
「第４提出会社の状況、
(2)  新株予約権等の状
況」に記載のとおりであ
ります。 

―――――――― 2014年満期ユーロ円建新
株予約権付社債（券面総
額15,000百万円）並びに
平成14年６月25日定時株
主総会決議の新株予約権
（新株予約権の数3,540
個）及び平成15年６月25
日定時株主総会決議の新
株予約権（新株予約権の
数3,690個）なお、これら
の概要は「第４提出会社
の状況、(2) 新株予約権
等の状況」に記載のとお
りであります。 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

1 平成16年10月13日の取締役会決議

に基づき、次のとおり2014年満期ユ

ーロ円建転換社債型新株予約権付社

債を発行しました。 

その概要は次の通りであります。 

(1) 発行総額 
  
15,000百万円 

(2) 発行価格   本社債額面金額の
100％ 
（各本社債額面金
額1,000,000円） 

(3)  発 行 価 格
(募集価格) 

  本社債額面金額の
102.5％ 

(4) 払込期日及
び発行日 

  
平成16年11月１日

(5) 償還期限 
  
平成26年９月30日

(6) 利率 
  本社債には、利息
を付さない 

(7) 本新株予約
権の総数 

  
15,000個 

(8) 本新株予約権の行使に際して払
込をなすべき額（転換価額） 

①本社債の発行価額と同額とす
る。 
②新株予約権の行使に際して払
込をなすべき１株当りの金額
（転換価額）は、当初2,085円と
する。 

(9) 本新株予約
権の行使期
間 

  平成16年11月15日
から平成26年９月
16日まで 

(10)新株予約権
の行使の条
件  

  新株予約権の一部
行使はできないも
のとする 

(11) 資 金 の 使
途  

  主にイビデンハン
ガリー㈱の工場の
生産設備資金に充
当 

1 株式交換によるイビデングリーン

テック㈱の完全子会社化 

当社は、平成17年10月１日付け

で、イビデングリーンテック㈱を当

社の完全子会社とする株式交換を実

施いたしました。この株式交換によ

り、当社が保有する 自己株式

604,632株を割当交付し、自己株式

及び利益剰余金がそれぞれ965百万

円、902百万円減少しております。 

(1) 株式交換の目的 

当社及びイビデングリーンテッ

ク㈱、両社一体となった事業戦略

をより迅速に展開できる体制を確

立することを目的としておりま

す。 

(2) 株式交換の方法及び内容 

①株式交換の内容 

当社は、商法第358条第１項の

定めに基づく簡易株式交換を平成

17年10月１日付けで行い、イビデ

ングリーンテック㈱の完全親会社

となっております。 

②株式交換に際して発行する株式

及び割合 

当社は、イビデングリーンテッ

ク㈱との株式交換に際して、当社

を除く株主に対して、その所有す

るイビデングリーンテック㈱の普

通株式１株につき、当社株式118

株の割合をもって割当交付してお

ります。 

この交換に伴う自己株式交付数

は604,632株であります。 

③資本金及び資本準備金額 

当社は自己株式を交付するた

め、株式交換によって資本金およ

び資本準備金は増加いたしませ

ん。 

④株式交換交付金 

株式交換交付金の支払は、行っ

ておりません。 

1 当社は、欧州でのセラミック部門

の効率的な事業運営を推進するた

め、平成17年４月27日付にて、当

社の連結子会社であるイビデンＤ

ＰＦフランス株式会社の株式を取

得いたしました。これにより、当

社の持分比率は60％から95％に増

加しております。 

イビデンＤＰＦフランス㈱の概

要 

①名称 

 IBIDEN DPF FRANCE S.A.S. 

②所在地 

 フランス共和国ロアレ県コー

タネー 

③資本金 25,000千ユーロ 

④主な事業内容 

セラミック製品の製造 

  



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

2 当社は、欧州でのＤＰＦ（ディ

ーゼルパティキュレートフィルタ

ー）事業を推進するために、当社

の子会社であるイビデンヨーロピ

アンホールディングス㈱(連結子会

社)を平成16年10月19日に増資し、

イビデンヨーロピアンホールディ

ングス㈱は、欧州域内で統括する

子会社のひとつであるイビデンハ

ンガリー㈱（連結子会社）を平成

16年10月25日に増資いたしまし

た。 

なお、イビデンヨーロピアンホ

ールディングス㈱及びイビデンハ

ンガリー㈱の資本金の額は当社の

資本金の額の100分の10以上に相当

するため、当社の特定子会社に該

当することとなりました。 

 (1)イビデンヨーロピアンホールデ

ィングス㈱の概要 

  ①名称 IBIDEN European 

   Holdings B.V. 

  ②所在地 

   Hoofddorp,The Netherland 

  ③資本金   25,800千ユーロ 

  ④主な事業内容  

   欧州域内の投資・金融 

 (2)イビデンハンガリー㈱の概要 

  ①名称 IBIDEN Hungary Kft. 

  ②所在地 

   Dunavarsany,Hungary 

  ③資本金   6,250,000千HUF 

  ④主な事業内容  

   セラミック製品の製造 

2 公募による新株式の発行 

当社は、平成17年11月21日開催の

取締役会において、公募増資による

新株式発行を決議し、平成17年12月

８日に払込が行われました。その概

要は以下のとおりであります。 

(1) 募集方法 

一般公募 

(2) 発行する株式の種類及び数 

普通株式 6,500,000株 

(3) 発行価額 

１株につき     6,375円 

(4) 資本組入額 

１株につき     3,059円 

(5) 発行価額の総額 

39,763百万円 

(6) 資本組入額の総額 

19,883百万円 

(7) 申込期間 

平成17年12月１日～５日 

(8) 払込期日 

平成17年12月８日 

(9) 新株の配当起算日 

平成17年10月１日 

(10)資金の使途 

ＤＰＦ(ディーゼルパティキュ

レートフィルター)製品生産設備

への設備投資資金及び運転資金に

充当する予定であります。 

  

  

  

  

3 オーバーアロットメントによる売

出株式数及び第三者割当による発行

新株式数について 

当社は平成17年11月21日開催の取

締役会において、今回の6,500,000

株の公募による新株式発行（以下、

「一般募集」という。）とは別に、

大和証券エスエムビーシー株式会社

を割当先とする当社普通株式

500,000株の第三者割当増資（以

下、「本件第三者割当増資」とい

う。）を行うことを決議しておりま

す。 

2 イビデングリーンテック株式会社

との株式交換 

当社と連結子会社であるイビデン

グリーンテック㈱は、両社一体とな

った事業戦略をより迅速に展開でき

る体制を確立する目的で、平成17年

５月９日に両社取締役会において、

イビデングリーンテック㈱が当社の

完全子会社となる株式交換契約の締

結を決議し、同日締結しました。な

お、当社は商法第358条第１項の簡

易株式交換の規定に基づき株主総会

の承認を得ないで本株式交換を行う

予定であります。また、イビデング

リーンテック㈱においては、平成17

年６月29日開催予定の定時株主総会

において同株式交換契約書の承認を

得ることを条件としております。 

(1) 株式交換契約の概要 

①株式交換の内容 

当社は、イビデングリーンテッ

ク㈱と商法第358条に定める方法

により株式交換を行います。 

②株式交換の日 

平成17年10月１日 

③株式交換に際して発行する株式

及び割合 

当社は、イビデングリーンテッ

ク㈱との株式交換に際して、自己

の普通株式604,632株を交付し、

株式交換の日の前日の最終のイビ

デングリーンテック㈱の株主名簿

に記載された株主のうち、当社を

除く株主に対して、その所有する

イビデングリーンテック㈱の普通

株式１株につき、当社株式１１８

株の割合をもって割当交付しま

す。 

上記株式交換比率は、当社が

野村證券㈱に、イビデングリー

ンテック㈱が㈱大和総研にそれ

ぞれ算定を依頼し、その算定結

果を参考にして当事会社間で協

議し、合意したものです。 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  大和証券エスエムビーシー株式会

社は、一般募集及びオーバーアロッ

トメントによる売出し（大和証券エ

スエムビーシー株式会社が当社株主

より借受ける当社普通株式500,000

株の売出し）の申込期間中、当社普

通株式について安定操作取引を行う

場合があり、当該安定操作取引で買

付けた株式を貸借株式の返還に充当

することがあります。 

また、大和証券エスエムビーシー

株式会社は、シンジケートカバー取

引を行う場合があり、当該シンジケ

ートカバー取引で買付けられた株式

は貸借株式の返還に充当されます。 

なお、大和証券エスエムビーシー

株式会社は、オーバーアロットメン

トによる売出しを行った株式数から

上記の両取引に係る貸借株式の返還

に充当する株式数を減じた株式数に

ついて、本件第三者割当増資に係る

割当に応じる予定であります。 

そのため本件第三者割当増資にお

ける発行新株式数の全部又は一部に

つき申込みが行われず、その結果、

失権により本件第三者割当増資にお

ける最終的な発行新株式数がその限

度で減少し、又は発行そのものが全

く行われない場合があります。 

本件、第三者割当増資の新株式発

行条件は次のとおりであります。 

(1) 発行する株式の種類及び数（上

限） 

普通株式 500,000株 

(2) 払込期日  平成17年12月28日 

(3) 配当起算日 平成17年10月１日 

(4) 割当先 

大和証券エスエムビーシー株

式会社 

(5) 資金の使途 

ＤＰＦ(ディーゼルパティキュ

レートフィルター)製品生産設備

への設備投資資金及び運転資金

に充当する予定であります。 

なお、野村證券㈱は、市場株価

平均法、ＤＣＦ法（ディスカウン

テッド・キャッシュ・フロー法）

および類似会社比較法による評価

を行い、各評価結果を総合的に勘

案して、株式交換比率を算定しま

した。㈱大和総研は、市場株価平

均法およびＤＣＦ法による評価を

行い、各評価結果を総合的に勘案

して、株式交換比率を算定しまし

た。 

④増加すべき資本金及び資本準備

金額 

当社は自己株式を交付するた

め、株式交換によって資本金およ

び資本準備金は増加いたしませ

ん。 

(2) イビデングリーンテック㈱の概

要 

代表者 

 代表取締役社長 塩田 康光 

資本金  703百万円（平成17年

３月31日現在） 

住 所  岐阜県大垣市河間町

３丁目55番地 

①主な事業内容 

法面工事、造園工事を中心と

する土木工事の設計、施工及び

管理並びにこれらに付帯関連す

る事業 

②売上高及び当期純損失 （平

成17年３月期） 

売 上 高  10,239百万円 

当期純損失   870百万円 

③資産、負債、資本の状況(平成

17年３月31日現在) 

資産合計   8,304百万円 

負債合計   7,463百万円 

資本合計    841百万円 

3 当社は、平成17年２月７日開催の

取締役会の決議に基づき、事業運

営を効率的に推進するため、平成

17年４月１日付にて、当社の連結

子会社であるイビデン建装販売株

式会社（現商号 イビデン建装株

式会社）に建材事業を営業譲渡い

たしました。なお、資産の譲渡価

額は416百万円であり、これに伴い

従業員18名も同社に転籍しており

ます。 



(2) 【その他】 

平成17年11月10日開催の取締役会において、第153期事業年度(平成17年４月１日より平成18年３月31日まで)の中

間配当を次のとおり実施することを決議いたしました。 

中間配当金総額 1,369,534,010円 

１株当たり中間配当金 10円00銭 

中間配当支払開始日 平成17年11月30日 

(注)平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第152期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。 

(2) 
  
  

訂正発行登録書 
  
  

      
平成17年６月27日 
平成17年10月28日 
関東財務局長に提出。 

(3) 
  

有価証券届出書及び 

その添付書類 

ストックオプションとしての新株予約権

の発行 
  
平成17年７月29日 
関東財務局長に提出。 

(4) 
  

有価証券届出書の 

訂正届出書 

(3)有価証券届出書及びその添付書類に

係る訂正届出書 
  
平成17年８月１日 
関東財務局長に提出。 

(5) 
  
  

有価証券届出書の 

訂正届出書 

  

(3)有価証券届出書及びその添付書類、

(4)有価証券届出書の訂正届出書に係る

訂正届出書 
  
平成17年８月８日 
関東財務局長に提出。 
  

(6) 
  

有価証券報告書の 

訂正報告書 

平成17年６月27日提出の有価証券報告書

の訂正報告書 
  
平成17年10月28日 
関東財務局長に提出。 

(7) 
  

有価証券届出書及び 

その添付書類 
一般募集増資及び株式売出し 

(オーバーアロットメントによる売出し) 
  
平成17年11月21日 
関東財務局長に提出。 

(8) 
  

有価証券届出書及び 

その添付書類 

オーバーアロットメントによる売出しに

関連した第三者割当増資 
  
平成17年11月21日 
関東財務局長に提出。 

(9) 
  

有価証券届出書の 

訂正届出書 

(7)有価証券届出書及びその添付書類に

係る訂正届出書 
  
平成17年11月30日 
関東財務局長に提出。 

(10) 
  

有価証券届出書の 

訂正届出書 

(8)有価証券届出書及びその添付書類に

係る訂正届出書 
  
平成17年11月30日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月10日

イビデン株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイビデ
ン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から
平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰
余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経
営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基
準に準拠して、イビデン株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用
な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用している
ため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  木  一  博  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  平  野     晃  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月19日

イビデン株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイビデ
ン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から
平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰
余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経
営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基
準に準拠して、イビデン株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用
な情報を表示しているものと認める。 
追記情報 
１．セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」及び「所在地別セグメント情報」に記載のとおり、当中間連

結会計期間より、営業費用の配賦方法を変更した。 
２．重要な後発事象に記載のとおり、会社と連結子会社であるイビデングリーンテック株式会社は、平成17年10月１

日付けで、イビデングリーンテック株式会社を会社の完全子会社とする株式交換を実施した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  木  一  博  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月10日

イビデン株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイビデ
ン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第152期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平
成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ
た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表
明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな
いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追
加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための
合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠
して、イビデン株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１
日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、
当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  木  一  博  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  平  野     晃  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月19日

イビデン株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイビデ
ン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第153期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平
成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ
た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表
明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな
いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追
加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための
合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠
して、イビデン株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１
日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
追記情報 
重要な後発事象に記載のとおり、会社と連結子会社であるイビデングリーンテック株式会社は、平成17年10月１日付
けで、イビデングリーンテック株式会社を会社の完全子会社とする株式交換を実施した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  木  一  博  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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